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「台湾活用型対中投資に関する考察」 概要書 
 
35082724 進藤晶泰 
 
現在日本の産業界は 2 つの大きな問題に直面している。第 1 は尐子高齢化社会の影響で
中小企業社長の平均年齢が年々高まっていることである。特に中小企業社長の平均年齢は
59 歳前後と急速に高齢化が進み、社長が高齢化すると、「以前のような積極的な経営がで
きなくなる」→「守りの経営に入り新規の設備投資を躊躇・抑制する」→「海外や競合他
社との競争に負ける」→「売上や収益力が落ち赤字に転落する」→「資金繰りが苦しくな
り債務超過へ」という悪循環に陥り、結果として廃業という形で経営を停止せざるを得な
いケースも多い、という指摘がなされている。もう 1 つの問題は、日本の人口減尐の問題
である。05 年以降日本の人口は減尐を開始し、毎年平均 74 万人、すなわち静岡市の人口
に匹敵する数の人口が、要するに毎年静岡市相当の GDP が失われてゆく勘定になる。か
つては懐の深い自国市場を背景にローコストオペレーションの地を求めて中国他アジア地
域に進出し、その地での生産物を日本に輸出していたのが日本企業の主たるビヘイビアで
あったが、成長する中国アジア市場での販売、サービス提供を日本国内市場並みかそれ以
上に重視せねばならない時代が到来している。日本企業にとって中国および台湾香港等中
華圏との関わりは避けて通れなくなってきている。 
一方中国は 2001 年 1 月 1 日の世界貿易機構（WTO）への正式加盟により中国の国際化、
改革開放路線が決定的となり、その後の経済発展は目覚しい。国民 1 人当たり GDP を日
中で比較すると、2007 年末現在、中国の国民 1 人あたり GDP は 3,315 米ドルで日本は
1960 年当時 3,986 米ドルであった。一方、上海市 1 人当たり GDP は 2007 末時点で 10,380
米ドルあり、この金額は 1970 年の日本人 1 人あたり GDP9,714 米ドルを上回る。2008
年 8 月北京オリンピックの開催、2010 年には上海万国博覧会と国家的大型プロジェクト
が続き、日本の軌跡を照らし合わせると、中国国内市場は益々発展拡大してゆく事が予想
される。近年日本企業中国進出の動きは 1999 年、2000 年以降日本向け輸出、関連企業の
進出に伴う中国進出は漸減、一方で国内市場の開拓、国際的な生産・流通網構築は増加傾
向、また、製造業の進出が著しく鈍った 2004～05 年以降情報収集を目的とした中国進出
ケースが増加している。これらを勘案するとサービス業等 BtoC 向け市場参入を目的とし
た中国進出が最近の趨勢であると推察され、このような流れを受けて日本企業による台湾
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を活用した対中投資いわゆる｢台湾活用型対中投資｣が増えてきている。日本企業による「台
湾活用型対中投資」とは、日本企業による対中投資のうち、①台湾企業の出資、②在台湾
日系子会社の出資、あるいは、③台湾企業、在台湾日系子会社の出資をともに含むものを
指す。 
本論文では先行研究に基づき、戦後の日本企業による台湾進出からその発展系とも言え
る｢台湾活用型対中投資｣という概念の出現を検証し、当該分野唯一の先行研究者と言って
も過言ではない、みずほ総合研究所主任研究員伊藤信吾氏の先行研究について評価を行っ
た。伊藤の最大の功績は当該分野のパイオニアとして「台湾活用型対中投資」という概念
を発見し、その定義づけと構造についての学術的解明を試みた事である。そして、国際間
アライアンスの先行研究に対する反論として“第 3 国（地域）間企業同士”のアライアン
スである「台湾活用型対中投資」の生存率が高い、という証明を行った。また、先行研究
を通じ伊藤は「台湾活用型対中投資」のメリット（＝ベネフイット）について、①中国内
の台湾企業向け販売活動の円滑化とそれによる生産規模拡大・効率化・リスク分散、②台
湾系企業の販売網を活用した中国市場の開拓、③安価かつ良質な部材の現地調達、④日中
間の言語・文化の差に起因する現地従業員・政府機関職員とのコミュニケーション問題の
緩和、中国情報収集源の多様化、という 4 点を拾い上げた。一方で彼はハイマー(1960)を
源流とした産業組織論アプローチによって「台湾活用型対中投資」の構造について学術的
解明を試みた為、理論の古さ故に現代の国際間企業活動を説明しきれず、折角彼が拾い上
げた“台湾活用型対中投資のメリット“も卖なる事象の積み上げに終始してしまっている。 
次に台湾企業の経営ダイナミズムについて、日本企業とのアライアンスを多数経験し、
かつ新たなパラダイム→低コスト労働集約型輸出品製造の場から世界一の人口と経済発展
に伴う旺盛な個人消費市場へと変貌しつつある中国市場で C（エンドユーザー）向け産業
の代表格として中国事業でも成功を収めている統一企業グループのケーススタディを通じ
掘り下げている。第 3 節では華人経営に関する先行研究で得たフレームワークを手掛かり
に統一企業の構造、ビヘイビアを解明、華人企業でありながら日本的経営・日本企業への
受容性について考察を行った。 
そして最後に先行研究レビューとケーススタディを受けて筆者の視点から「台湾活用型
対中投資」の構造とベネフィットについて実証研究と戦略的アライアンスに関する先行研
究を拠所として解明を試みた。そこから、台湾企業とのアライアンスには他の組み合わせ
に比して永続性があり、“ユニークな優位性”を創造する為のより長い学習期間が得られ
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やすい事、日本と台湾の歴史的背景を含めた理由から醸成させる高度な文化的融和性と信
頼関係、経営の相互補完性、華人ネットワークへのゲートウェイとしての役割期待等が新
たな研究成果として手にする事ができた。 
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第一章 はじめに 
第1節 論文の目的 
1.1 現状の課題と認識 
1995 年、それまで７年間銀行で中小企業への融資業務に従事していた私は中国語の研修
生として１年半、台湾と上海で過ごした。この時、「ＩＴの島」として国家を挙げて産業
構造を転換し生き残りを図ろうとする台湾、住民の意向は省みず都市の区画整理を推し進
め２４時間体制で突貫工事行い急速に近代化を推し進める中国、それら両国の熱い息吹に
触れ、思わず「将来チャイナマネーで日本企業が買収される時が来る」と直感した事を覚
えている。それから１０余年、私の想像が現実のものとなりつつある時代が到来した。翻
って日本の中小企業を見渡すと、大企業のリストラによる系列崩壊の波をやっとの思いで
乗り切り、世界最高の、もしくはオンリーワンの技術を誇るも、尐子高齢化のあおりを受
け、後継者が不在で技術を伝承する人がいない、というケースが沢山あるという話を聞く。
尐子高齢化社会の影響について、とくに中小企業では深刻で、中小企業社長の平均年齢は
年々高まる傾向にある。某コンサルティング企業によると、全企業の社長平均年齢が 1985
年には 53 歳であったものが、2004 年には 59 歳とかなり上昇しているという。資本金が 5
億円を超えるような大企業では社長の平均年齢がほぼ横ばいで推移しているのに対して、
資本金 5,000 万円未満の中小企業社長の平均年齢は会社員であれば定年間近の 59 歳前後
と、急速に高齢化が進んでいて、社長が高齢化すると、「以前のような積極的な経営ができ
なくなる」→「守りの経営に入り新規の設備投資を躊躇・抑制する」→「海外や競合他社
との競争に負ける」→「売上や収益力が落ち赤字に転落する」→「資金繰りが苦しくなり
債務超過へ」という悪循環に陥り、結果として廃業という形で経営を停止せざるを得ない
ケースも多いのではないか、という問題提起を行っている。1 
一方、2005 年以降日本の人口は減尐を開始した。国立社会保障・人口問題研究所の 2006
年 12 月人口推計調査によると今後 44 年で毎年平均 74 万人、すなわち静岡市の人口に匹
                                               
1 みらいコンサルティング HP より。http://www.miraic.jp/group/publication/publication03/20091.html 
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敵する数の人口が減ってゆくそうだ。これは国民 1 人当たりの労働生産性が変わらなけれ
ば、毎年静岡市相当の GDP が失われてゆく勘定になる。かつてはローコストオペレーシ
ョンの地を求めて中国他アジア地域に進出し、その地での生産物を日本に輸出していたの
が日本企業の主たるビヘイビアであったが、成長する中国アジア市場での販売、サービス
提供を日本国内市場並みかそれ以上に重視せねばならない時代が到来している。買収され
て消えて無くなるのか、市場に打って出て成長を遂げるかはさておき、日本企業にとって
中国および台湾香港等中華圏との関わりは避けて通れなくなってきている。 
 
 
1.2 中国市場の変化と日本企業 
下記図表は、『東洋経済新報社 海外進出企業総覧』をもとに日本企業の中国進出およ
び撤退の趨勢を表したグラフである。これをもとに1990年代以降の流れを俯瞰してゆく。 
 
図表 1-1 
 
 
 
文化大革命を収拾させた周恩来のあとを引き継ぎ、「4 人組」を打倒し、権力を確立し
た鄧小平は「4 つの現代化」を推し進め、さらに「経済改革・対外開放政策」を打ち出し、
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華单地域に「経済特区」を設置し、海外華僑はじめ外資と市場経済の導入を図り、そして
部分的な資本主義的の導入を行い、民営企業や郷鎮企業を容認した。日本企業の中国進出
第 1 次ブームはこの時期、1985 年から 1987 年ぐらいであり、日本では円高が進行し、中
国の上記外資優遇策により安価な労働力を求めて食品や繊維の軽工業分野が進出した。し
かし一方で 1989 年の天安門事件によって、改革開放の流れが一時頓挫し、この政治的混
乱によって、改革開放路線がスローダウンするのではないかという恐れが生じたが、鄧小
平は 1992 年には華单地域の経済特区を視察しながら有名な「单巡講話」を行い、「改革・
開放」政策を一層推し進めようとした。 
天安門事件後、上海市の党書記から鄧小平によって抜擢された江沢民は、当初の脆弱な
権力基盤を鄧小平の庇護のもとに強化し、後に上海閥と呼ばれるまでに上海出身者を登用
し、改革開放政策を推し進めた。その中心となったのは朱鎔基で、彼は李鵬首相の下で副
首相を務めながら実質的に政策立案を担い、さらに首相になってからは一層強力に「社会
主義市場経済」や国有企業改革をさらに加速させ、税制や会計改革、住宅改革、年金や社
会保険など様々な改革を進め、WTO 加盟を実現させるにいたった。日本企業の中国進出
第 2 次ブームはこの 1991 年ぐらいから 95 年頃までで、図表 0-1 のとおり進出件数が急激
に増えた時期である。この時期は円高に苦しむ電気や機械メーカーが日本はじめ欧米に商
品を輸出すべくローコストの生産拠点を中国に求めるものであった。この流れはその後
1997 年タイに端を発したアジア通貨危機とそれに伴う邦銀の海外資産圧縮・相次ぐ海外拠
点の閉鎖の影響を受け減尐に転じた。 
2001 年 1 月 1 日の世界貿易機構（WTO）への正式加盟により中国の国際化、改革開放
路線が決定的となった。当時の WTI 加盟合意文書の概要は以下のとおりである。 
 
図表 1-2 中国 WTO加盟文書の概要 
総論 
透明性・法治行政 法令等の透明性を確保し、統括的、公平かつ
合理的に実施。 
市場原則の尊重無差別原則の徹底 価格への介入を削減。 
 物・サービス等の調達等における内外差別を
撤廃。 
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貿易関連制度・市場アクセスの改善 
貿易関連制度改善 貿易権自由化（3 年以内） 
輸入割当等を原則撤廃（2005 年までに） 
投資制限措置の削減・知的財産保護の強化 
基準認証制度の改善 
関税引下げ 全品目平均 17.5%(1998 年)→9.8%(2010 年) 
 鉱工業品 16.6%→8.9% 
 農産品 22.7%→15.0% 
サービス自由化 流通、金融、電気通信、建設等につき、外資
規制等の削減、撤廃 
中国に対する経過的措置（加盟国側の措置） 
経過的セーフガード 中国産品の輸入の急激な増加に対するセーフ
ガード 
（加盟後 12 年間） 
対中繊維セーフガード 中国産繊維・繊維製品の輸入に対するセーフ
ガード 
（～2008 年） 
反ダンピング／相殺関税措置 価格比較につき、特例の導入の容認 
（加盟後 15 年間） 
経過的レビュー WTO 一般理事会等が中国の義務履行状況を
毎年審査 
（加盟後 10 年間） 
（資料）経済産業省 対外税財政策総合サイトより 
 
 
 
これにより、アジア通貨危機以降急速に減退した日本企業の中国進出は反転、増加に転
じた。2003 年には胡錦濤が国家主席に就任、政権がいわゆる第 4 世代に引き継がれた。
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1978 年からの「改革・開放」政策は、中国の高度経済成長を引き出してきたが、そのよう
な経済発展は沿岸部と内陸部の経済格差、環境問題等新たな社会問題を招いた。胡錦濤は
こうした経済成長を維持しながらもこれら陰の部分の克服を課題として、経済格差の拡大
に対して「和諧社会（調和化された社会）」を提唱し、「科学的発展観（持続可能でバラ
ンスのとれた発展）」を政策の根幹として提示している。第 11 次 5 カ年計画（2006 年∼2010
年）では量的な経済拡大だけではなく環境などとも調和した質的な経済発展を目標に掲げ
ている。経済成長についてはＧＤＰ対前年比で 11.1％増（2006 年）、13.0%増(2007 年)、
9.0%増(2008 年)ソフトランディングさせることに努力し、さらに 2007 年には「物権法」
を制定し私有財産を国有財産と平等に保護する事とし、更に「労働契約法」を成立させ、
中国に存在するすべての企業は、勤続 10 年または 2 回連続して固定期間労働契約を締結
した場合において、労働者と無固定期間労働契約（終身雇用）を締結する義務を課せられ
ることとし、労働者の権利を大幅に強化した。また 2008 年には企業所得税法を改正し中
国企業、外資企業とも法人税率を原則 25%で足並みを揃え、それまでの労働集約型外資輸
出産業を積極誘致する方針を転換した。国民 1 人当たり GDP を日中で比較すると、2007
年末現在、中国の国民 1 人あたり GDP は 3,315 米ドルで日本は 1960 年当時 3,986 米ド
ルであった。一方、上海市 1 人当たり GDP は 2007 末時点で 10,380 米ドルあり、この金
額は 1970 年の日本人 1 人あたり GDP9,714 米ドルを上回る。近年の個人私有財産権利確
立や労働者の権利拡大に向けた法制度の整備が 2008 年 8 月北京オリンピックの開催、
2010 年には上海万国博覧会と国家的大型プロジェクトに伴う経済成長と相まって、過去の
日本の軌跡を照らし合わせると、中国国内市場は中産階級層が厚みを増し旺盛な消費意欲
が中国経済を益々発展拡大に向け牽引してゆく事が予想される。この間の日本企業の中国
進出については中国の WTO 加盟を受けて 2001 年から 2004 年まで増加傾向にあったが、
2003 年 10 月には西安の大学で反日デモの一部参加者が日本人留学生寮を襲撃する事件が、
また、2004 年 8 月にはサッカーアジア杯開催中に、重慶や北京において反日騒動が発生、
2005 年 4 月には、沿岸部広東省でも広州、深セン、珠海、中山等の各市で反日デモが発
生する2等対日感情が悪化すると日本企業の中国進出は減尐傾向に転じた。その後中国での
反日運動は鎮静化すると共に非製造業の中国進出が 2006年、2007年と増加に転じている。
これは日本企業の中国進出が輸出品の製造目的から発展する内需市場への対忚にシフトし
                                               
2 2005 年 4 月 27 日 中国に対する渡航情報（危険情報）の発出 外務省 HP 
http://www.pubanzen.mofa.go.jp/info/info.asp?num=2005T091 
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た事を示していると推察される。図表 0-3 は、東洋経済新報社『海外進出企業総覧：国別
に見た投資目的（全産業）』アンケート調査結果をまとめたデータである。在中国現地法
人（現法）に出資している日本企業の投資目的（複数回答）をカウントしており、日本企
業による出資比率（現法経由も含む）の合計が 10%以上の現法を対象に集計している。毎
年のアンケート母数が異なり、かつ複数回答を許容しているので、各項目の全体に占める
構成比（パーセント）を比較し、その時々で日本企業が中国へ進出する目的がどのように
変わってきているのかを把握することを試みた表である。この表を見ても明らかなとおり、
1999 年、2000 年以降日本向け輸出、関連企業の進出に伴う中国進出は漸減、一方で国内
市場の開拓、国際的な生産・流通網構築は増加傾向、また、製造業の進出が著しく鈍った
2004～05 年以降情報収集を目的とした中国進出ケースが増加している。これらを勘案す
るとサービス業等 BtoC 向け市場参入を目的とした中国進出が最近の趨勢であると推察さ
れる。これは後述のとおり近年の日本企業による台湾活用型対中投資の傾向とも一致する。 
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図表 1-3 中国への投資目的 
資源・素材の確保、利用 
労働力の確保、利用 
現地政府の優遇 
国際的な生産・流通網構築 
現地市場の開拓 
第三国への輸出 
日本への逆輸入 
関連企業の進出に随伴 
資金調達・為替リスク対策 
情報収集 
商品などの企画開発・研究 
新規事業へ進出 
地域統括機能の強化 
通商摩擦対策 
(資料)東洋経済新報社『海外進出企業総覧』各年度版より筆者作成 
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1.3 変わらぬ中国ビジネス問題 
前項において時代の流れ、経済成長に伴う日本企業にとっての中国市場の位置づけの変
化について見て来たが、一方で変わらず存在し続ける問題について見過ごしてはならない。
国際協力銀行と日中投資促進機構が中国進出日系企業に対して行ったアンケート調査によ
ると現地法人の経営上の問題点について、2005 年（第 8 次調査）、2007 年（第 9 次）発
表の結果はともに①「人事・労務」の問題、②「政府機関との関係」、③「法・政策の関
係」の順で上位 3 項目となっている。 
 
第9次 第8次
人事・労務管理 90.1 91.2
専門人材 66.4 64.7
引き抜き・ジョブホップ 38.0 42.4
管理者教育 67.8 73.2
ワーカー教育 46.9 42.4
販売人員教育 32.2 30.2
政府機関との関係 86.9 76.6
許認可手続 90.0 76.4
行政の運用・対忚 88.3 77.9
乱収費・乱検査 49.7 22.1
法・政策の問題 80.5 76.6
税務 57.0 52.7
税関 52.7 54.9
労務 37.2 23.5
外貨管理 35.0 36.5
外貨規制 28.2 29.6
国内資材調達問題 65.7 71.9
具体的内容 価格 87.2 81.6
品質 76.5 72.9
納期 64.6 49.2
価格内容 資材原価の上昇 82.7 88.5
輸送費の上昇 31.5 43.8
(資料）国際協力銀行　日中投資促進機構『第9次日系企業アンケート調査』2007年3月
(注）複数回答。第8次調査04年10～12月実施、回答企業379社。第9次調査06年11月～
12月実施、回答企業346社。
回答率
問題点
従業員教育
従業員採用・定着化
（卖位：％）
図表1-4　日系中国現法経営上の問題点
 
 
これらの問題の共通点となるキーワードは「コミュニケーション」であり、伊藤(2006)
は、これらの問題を解決・緩和するためには、現地従業員・政府職員との高いコミュニケ
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ーション能力が求められる。しかし、日中間の言語・文化・行動様式の違いがこれらの問
題の解決を難しくしている。と述べている。古田(2004)ではこの点についてより具体的に
言及している。日本企業が問題解決する際に現場で最も依存される資源は「中国をよく知
る日本人」であり、各地に長年中国事業体験を経過したこのような人材が現場解決に当た
っている。多くの日系企業でこのようなトラブルが生じると、経営判断を下す本社サイド
は日本的秩序と認識枠組の文脈でこの問題を認識するが、中国側の言動行動は中国の内的
秩序と認識枠組みの文脈上で顕在化させている。「中国を良く知る日本人」はこれらの差
異を理解し、トラブル事象を中国の文脈で捉えて分析、発生理由や根拠を確定し、それを
日本文脈に移し変えて説明する「トランスフォーマー」の役割を演じている。何故、平均
的日本人に中国の内的秩序に関する知識が欠落しているのか。ひとつには、戦後日本の急
速な西欧主導経済秩序への同化であり、ひとつには中国の共産革命以降改革開放まで 30
年に渡る鎖国政策である。戦前までの中国と共有部分が多かった日本の内的秩序は次第に
崩壊変貌し、中国では内部進化しつつもその状況は外部には認知不能であった。日中双方
の断絶中、互いの内部秩序の位相差が拡大し、今再会にあっても双方秩序に大きな隔たり
が存在しているからだ、と述べている。また、この中国の内的秩序の全貌、尐なくてもビ
ジネスや経営に関する文脈上の内的秩序を理解し、中国の多くの不可解事象を中国内部か
ら照射する能力を有すれば、数々のトラブルを回避し、経営上の成果をより挙げやすくな
るのではないか、と示唆している。しかし現実にビジネスの場面で資源として「中国をよ
く知る日本人」がどれだけ存在するのか、また、「長年中国事業体験を経過した」後にこ
のような人材が育成されるのであれば、これら人材を育成する為に擁するコストは計り知
れないものとなる。 
 
 
1.4 台湾活用型対中投資という考え方 
中国ビジネスは難しい。筆者も自らが以前勤務した企業で実際に自分の職場が中国から
撤退するという任務に従事した経験を持つ。しかしながら逆も真なりで、外国企業が外国
人だけで日本市場に参入しようと考えていたらまずは上手くゆかないと直感的に判断でき
よう。現地人（日本人）スタッフの有効活用や日本人の気質、商慣習、嗜好、市場を熟知
したパートナー・水先案内人が必要となってくる。この考え方の延長線上で日本企業の中
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国市場参入を考えた時、併せて中国本土・香港・台湾で駐在し勤務した自身の経験を加味
すると、台湾人の有効活用・台湾企業とのアライアンスの有効性に思いが至った。また一
方で台湾と中国本土の関係に目をやると、国共内戦に敗れた国民党が台湾に入植して以来
内戦＝断交状態であったが中国の改革開放政策への転換、経済のグローバル化が進行し
1980 年代後半以降両岸の投資や貿易規模は急速に拡大、それに伴い人的往来も加速してい
る。海路は 1997 年に中国福州・アモイと高雄港間で試験的直接通航が実現、2001 年 1 月
には台湾の金門島・馬祖島と福建省沿岸地域間の海上貨客航路（小三通）が開通、空路は
2003 年以降春節等休暇時のチャーター便運航が実現、その後 2008 年 12 月には直行便が
就航、第 1 週目には航空 12 社による計 101 便が、台湾 4 都市、中国 12 都市間を往来し
た。金融面においては 2001 年から両岸の銀行間で直接為替業務が実現、2005 年 10 月よ
り台湾側は馬祖・金門島で試験的に人民元と台湾ドルの直接兌換も開始された。そして
2009 年 11 月には双方の金融機関が相互に支店開設を認める「金融管理合作了解備忘録（Ｍ
ＯＵ）」に調印した。ＭＯＵ締結により、中国大陸と台湾の金融機関はそれぞれ一定の条
件のもとで、相手側地域に開設している事務所の支店昇格が認められることになる。そし
て通商面では 2009 年 5 月 26 日、胡錦涛中国共産党総書記と呉伯雄中国国民党主席のトッ
プ会談で両岸経済協力枠組協議（兩岸經濟合作架構協議、Economic Cooperation 
Framework Agreement、略称 ECFA）について 2010 年に締結を目指すことで合意した。
ECFA とは、中華民国（台湾）と中華人民共和国の両国が締結を検討している経済協定の
仮称である。自由貿易協定（FTA）もしくは経済連携協定（EPA）の中台版といわれ、台
湾側は2010年上半期の締結を目指すとして非公式レベルの交渉が断続的に行われている。
上海万博の翌年 2011 年は“辛亥革命”から数えて 100 年となる。この辛亥革命を起こし
た孫文は「中国革命の父」と呼ばれ中華人民共和国、中華民国（台湾）双方で「国父」と
して尊敬を集めており、近年加速する中台接近は 2011 年の辛亥革命 100 周年に向けて何
らかの大きな変化を予感させる。このような諸事象を勘案すると今まさに台湾を題材に研
究に取り組む事は意義深いものと思料する。 
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第2節 本論文の内容と構成 
2.1 研究目的 
本研究の目的は日本企業の台湾活用型対中投資における構造を解明し、台湾企業が持つ
経営ダイナミズムを明らかにすることを研究目的とする 
 
 
2.2 研究方法と論文構成 
本論文では台湾活用型対中投資に関するこれまでの先行研究を再吟味し、その有効性や
限界点を明らかにするために、文献によるレビュー研究を行っている。ただしここで使用
した文献は日本国内の研究論文のみならず台湾の文献や米ウォートン校 Global Chinese 
Initiative Founding Director, Ming-Jer CHEN 教授執筆の文献等華人経営研究において
権威ある文献も活用している。またレビュー研究を補足するものとして近年日本企業と中
国において積極的にアライアンス展開を行う台湾企業、統一企業グループのケーススタデ
ィおよび東洋経済新報社『海外進出企業総覧』データをもとに行った実証研究、台湾での
企業聞き取り調査等を行った。これらの研究および調査に基づき、明らかになった点を本
論文ではまとめている。 
執筆構成は、前述の第一章（第 1 節）で現状認識と課題を日本企業にとっての中国市場
進出の重要性という観点、日本企業中国進出史の振り返り、中国の発展に伴う中国市場の
変化と変わらぬ日本企業の対中ビジネスの問題点といった切り口で検証、台湾活用型対中
投資の重要性、必要性および研究意義への導線とした。 
第二章では先行研究に基づき、戦後の日本企業による台湾進出からその発展系とも言え
る｢台湾活用型対中投資｣という概念の出現を検証し、当該分野唯一の先行研究者と言って
も過言ではない、みずほ総合研究所主任研究員伊藤信吾氏の先行研究について評価を行っ
た。伊藤の最大の功績は当該分野のパイオニアとして「台湾活用型対中投資」という概念
を発見しその定義づけと構造についての学術的解明を試みた事である。そして、国際間ア
ライアンスの先行研究に対する反論として“第 3 国（地域）間企業同士”のアライアンス
である「台湾活用型対中投資」の生存率が高い、という証明を行った。また、自らの研究
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を通じ伊藤は「台湾活用型対中投資」のメリット（＝ベネフイット）について、①中国内
の台湾企業向け販売活動の円滑化とそれによる生産規模拡大・効率化・リスク分散、②台
湾系企業の販売網を活用した中国市場の開拓、③安価かつ良質な部材の現地調達、④日中
間の言語・文化の差に起因する現地従業員・政府機関職員とのコミュニケーション問題の
緩和、中国情報収集源の多様化、という 4 点を拾い上げた。一方で彼はハイマー(1960)を
源流とした産業組織論アプローチによって「台湾活用型対中投資」の構造について学術的
解明を試みた為、理論の古さ故に現代の国際間企業活動を説明しきれず、折角彼が拾い上
げた“台湾活用型対中投資のメリット“も卖なる事象の積み上げに終始してしまっている。 
第三章では台湾企業の経営ダイナミズムについて、日本企業とのアライアンスを多数経
験し、かつ新たなパラダイム→低コスト労働集約型輸出品製造の場から世界一の人口と経
済発展に伴う旺盛な個人消費市場へと変貌しつつある中国市場で C（エンドユーザー）向
け産業の代表格として中国事業でも成功を収めている統一企業グループのケーススタディ
を通じ掘り下げている。第 3 節では華人経営に関する先行研究で得たフレームワークを手
掛かりに統一企業の構造、ビヘイビアを解明、華人企業でありながら日本的経営・日本企
業への受容性について考察を行った。 
結びとなる第四章では先行研究レビューとケーススタディを受けて筆者なりの「台湾活
用型対中投資」の構造とベネフイットについて実証研究と戦略的アライアンスに関する先
行研究を拠所として解明を試みた。そこから、台湾企業とのアライアンスには他の組み合
わせに比して永続性があり、“ユニークな優位性”を創造する為のより長い学習期間が得
られやすい事、日本と台湾の歴史的背景を含めた理由から醸成させる高度な文化的融和性
と信頼関係、経営の相互補完性、華人ネットワークへのゲートウェイとしての役割期待等
が新たな研究成果として手にする事ができたことを纏めている。 
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第二章 台湾活用型対中投資に関する先行研究
レビュー 
第1節 「台湾活用型対中投資」という概念の出現 
1.1 アライアンスの変化 
戦前・戦後を問わず、日本と台湾は緊密な関係にある。本論を進めるにあたって、戦後
以降日本の台湾に対する直接投資の変遷を俯瞰する。日本企業の台湾進出は円高の進行と
ともに推移する。 
 
図表 2-1 
 
 
(資料)「対外及び対内直接投資状況」(財務省)、「財政金融統計月報」（財務総合政策研究所）ジェトロ作成 
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図表 2-2 1970 年代以降のドル円推移 
（資料）野村証券 HP より http://www.nomura.co.jp/terms/japan/ka/exchange_r360.html 
 
 
戦後の日本企業の対台湾投資は、日本政府が海外直接投資を解禁した翌年である 1952
年に始まったとされる。31960 年代後半になると日本は高度経済成長期を迎え、労働力不
足とその結果による賃金上昇、地価高騰や公害規制強化などによる工場立地難など、国内
投資の阻害要因強まったことに加え、1964 年には日本が OECD に加盟し一段の海外直接
投資自由化措置を打ち出したことが相まって、日本企業の対台湾投資が急速に拡大しはじ
めた。杉田(2005)はこの時期を日本企業による対アジアへの直接投資代の第一次ブーム呼
び、大手繊維素材メーカーがその主役で、タイ、マレーシア、インドネシアなどにて綿や
合繊のプラントを展開し、現地からの輸出も含め、現地の繊維・アパレル産業発展のため
の素材供給を担ってきた。大手電機メーカーの現地生産拠点もこの時期から徐々に増えて、
現地での生産と販売が始められていた。としている。戦後、固定相場制がひかれ、まず 1
ドル＝360 円という水準からスタートした長く続いた固定相場の時代から、円とドルの通
貨の交換比率を示す外国為替レートは、その後、スミソニアンレート（1 ドル＝308 円）
という時代を経て、1973 年 2 月より完全な変動相場制に移行、円高が対台湾投資の拡大
をさらに加速させた。為替レートが 1 ドル 250 円前後で安定していた 80 年代前半は一旦
小康状態となった日本企業の台湾進出であったが、85 年のプラザ合意以降急速に進行した
円高を背景に、電気・電子産業や精密機器産業などの対中投資が増加した。また、台湾当
局は外国製自動車に対する厳しい輸入規制を維持する一方で、技術移転を目的として地元
                                               
3 伊藤(2006) 劉(2001)pp12 より引用 
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資本との合弁による外資系自動車メーカーの対台湾投資規制を緩和したことから、台湾市
場の開拓を狙った自動車・部品メーカーの台湾進出が急増した。96 年前後、2000 年前後
と激しい円高が起こるたびに、IT 関連部品メーカーなどが対台湾投資を拡大させてきた。 
伊藤（2006）は、1980 年代末以降日台経済関係には①垂直分業から水平分業へのシフ
ト②日台アライアンスが台湾域内から中国をはじめとしたアジア諸国に「外延的発展」を
遂げている、と指摘している。①については半導体に代表されるように日本企業の台湾か
らの輸入製品の高度化に起因ており、2006 年 12 月にエルピーダ・メモリ（日立製作所、
NEC、三菱電機の DRAM 事業統合会社）が台湾の力昌半導体(Powerchip Semiconductor)
と組んで日台双方 50%ずつの出資で台湾に総投資額 140 億ドルの大規模 DRAM 工場を建
設すると発表したケースに象徴される。(井上 2007)②の「外延」的発展について伊藤(2006)
は、80 年代中頃までの日台ビジネスアライアンスは、台湾内における日台合弁、台湾内で
の生産を目的とした日本企業による対台湾技術供与を基本的特徴としていたが 80 年代末
頃になると、日台双方の海外直接投資の進展に伴い、日本企業・台湾企業間のビジネスア
ライアンスの舞台が、台湾のみならず、その他のアジア諸国・地域などにも拡大するよう
になった、としている。 
 
 
1.2 台湾活用型対中投資とは 
1978 年末中国の改革開放により中国政府が台湾側に交流を呼びかけるようになってか
ら、30 年余が経過している。この間、中国の改革開放政策による外資導入を梃子にした経
済の高成長、台湾のマクロ経済情勢や総統公選制の導入、国民党政権の下野等様々な変化
が複雑に交錯する中、中国と台湾の経済交流は拡大の一途を辿った。台湾の対中貿易は、
この 20 年間輸出を中心に急拡大している。台湾の対中輸出額は 1987 年当時 12 億 2650
万米ドルであったが、2008 年には 739 億 7780 万米ドルと 60 倍の成長を遂げてきた。そ
の結果、台湾の輸出総額に占める対中輸出額のシェアは 2009 年 1～6 月時点でほぼ 30％
にまで上昇し、いまや台湾にとって中国は最大の輸出相手先となっている。これに比べて
台湾の対中輸入額は、台湾側の中国製品に対する輸入規制、台湾の市場規模の相対的な小
ささや両岸間の分業構造の違いなどの影響（伊藤 2008）から小規模である。それでも、
87～08 年の 22 年間で 2 億 8890 万米ドルから 313 億 9130 万米ドルへと 108 倍の規模に
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拡大してきた。また、台湾の対中輸入額は 2009 年 1～6 月時点で台湾の輸入総額の 14.02％
を占め、台湾にとって中国は日本に次いで第 2 位の輸入先となっている。台湾のＧＤＰに
対する対中輸出、対中輸入の比率もそれぞれ 2006 年末時点で輸出が 17.2%、輸入が 6.8%
であったが、2008 年末時点には 18.9％、8.0％と着実に上昇しており、もはや対中貿易を
語らずして台湾経済を語ることはできない。 
 
 
 
 
 
一方、台湾企業の対中投資は、第三国・地域に設立された現地法人経由で行われている
ことが多い。その背景は以前台湾当局の規制により、直接中国に投資するのではなく第三
国・地域に設立した現地法人経由で行う事が義務付けられていたこと、また、2002 年の法
改正でこの規制が撤廃された後も、中台間の投資保護協定がないこと等が主因で、依然と
して第三国・地域経由で実施されているケースが大半である。（伊藤 2006）からであり、
図表 2-3 中台両岸貿易額の推移 
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その実態を統計上正確に把握することは困難だが、台湾企業が対中投資の規模を拡大させ
てきたことは間違いない4 
 
2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008
台湾統計資料
件数 1,186 1,490 1,837 2,004 1,297 1,090 996 482
金額 27.8 38.6 46.0 69.4 60.1 76.4 99.7 98.4
大陸統計資料
件数 3,011 4,853 3,330 2,992 3,907 3,752 3,299 2,360
金額 48.4 67.4 59.1 65.9 103.6 97.3 17.7 19.0
（資料）台湾行政院大陸委員会HPより　http://www.mac.gov.tw/np.asp?ctNode=5956&mp=1
図表2-4　台湾の中国への直接投資
（卖位:件、億USD）
 
 
 
2005年 2006年 2007年 2008年
投資額 投資額 投資額 投資額 構成比 伸び率
英領中米地域 1,262 1,822 1,579 1,687 37.8 6.8
　シンガポール 98 806 1,194 698 15.6 △ 41.6
　ベトナム 94 124 109 639 14.3 484.9
米国 315 485 1,346 400 8.9 △ 70.3
香港 108 272 190 337 7.6 77.9
欧州 299 464 418 138 3.1 △ 67.1
日本 43 11 19 52 1.2 176.9
合計 2,447 4,315 6,470 4,467 100 △ 31.0
中国 6,007 7,642 9,971 9,843 - △ 1.3
〔注〕認可ベース 合計には中国を含まない
〔出所〕経済部投資審議委員会よりJETRO作成、2005年は浅海（2008）
（卖位：百万USD、％）
図表　2-5　台湾の対外直接投資内訳（国・地域別）
 
 
 
 
                                               
4 第三国・地域は具体的には英領バージン諸島、英領ケイマン諸島等所謂タックス・ヘイブンと呼ばれる地域
である。これら地域にペーパーカンパニーを設立し、このペーパーカンパニー経由で香港等に持株会社を設立
後中国に現地法人を設立する。これにより根源的な出資者が誰であるのかを第三者が追跡出来にくくする事が
できる、というメリットがある。これは本論文第 3 章第 3 節で述べる華人経営の特徴の１つである「不開示精
神」に通じたビヘイビアであると言えよう。 
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台湾企業の対中投資の本格化は、80 年代後半からである。プラザ合意を背景とした急激
な台湾ドル高、賃金高騰などに直面していた台湾企業は、新たな輸出加工基地を求めてい
た。1987 年 7 月に 38 年間も続いてきた戒厳令を解除した台湾当局は、同年 11 月以来、
台湾住民の大陸への親族訪問を解禁し、90 年代に入ると台湾海峡両岸の緊張関係が大幅に
緩和、台湾当局の規制にもかかわらず、対中投資が促進されるようになっていった。その
後も、中国の安価な労働力の活用と急拡大する中国市場の開拓を狙い、台湾企業の対中投
資は拡大を続け、台湾当局もそれを追認するかのように、2001 年に投資審査分野であった
従来の「許可類」「禁止類」「特別審査類」という３つの分類を簡素化し、「禁止類」と
「一般類」の 2 種類に変更した。安全保障の観点からインフラ整備関連と、自国での産業
強化と空洞化防止という観点からハイテク技術や重要部品を「禁止類」と定め、1 件あた
り投資額上限を 5,000 万米ドルとした規制も撤廃した。2002 年には第 3 国・地域を経由
させない直接投資が解禁され、禁止品目は 1,472品目から 102品目へ、許可品目比率は 94%
に達する程緩和された。その結果、08 年末で、台湾の対外直接投資認可額のうち、対中投
資は 68.7％を占め、すでに中国は台湾企業の最大の投資先となっている。1990 年代以降
台湾の対中直接投資の推移は、1991 年に台湾政府が中国大陸への間接投資を解禁後、食
料・飲料、アパレル、スポーツシューズ等労働集約型製品の生産拠点が一斉に中国にシフ
トされた。このため対中投資認可額は 97 年に 43 億米ドルとピークに達した。その後同額
は減尐し 20 億ドル前後で推移したが、01 年の規制緩和でノートパソコン等ハイテク製品
の中国生産が可能となり対中投資額は 02 年 67 億ドル、03 年 77 億ドルと再び上昇に転じ
た。しかし 04 年以降は再び減尐し、05 年は 60 億米ドルとなったが、06 年には 76 億ド
ル、07 年 99 億ドルと再び回復した。05 年～07 年にかけて投資額が急増したのは、半導
体および液晶パネル分野での投資規制が緩和されたためである。（浅海 2008） 
このような環境背景のもと、2000 年以降増えだしたのが日本企業による「台湾活用型対
中投資」である。日本企業による「台湾活用型対中投資」とは、日本企業による対中投資
のうち、①台湾企業の出資、②在台湾日系子会社の出資、あるいは、③台湾企業、在台湾
日系子会社の出資をともに含むものを指す。伊藤(2006) 
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第2節 先行研究の意義とその限界 
2.1 先行研究とその意義 
日本企業による中国への進出形態で、台湾企業および台湾に設立された日系企業子会社
が保有する経営資源を活用した形での対中投資、これらの形態による対中投資を「台湾活
用型対中投資」と命名し、この研究領域のパイオニアとなったのは伊藤信吾である。伊藤
は 2005 年、『急増する日本企業の「台湾活用型対中投資」～中国を舞台とした日台企業
間の「経営資源の優位性」補完の構造～』で、1980 年代末頃以降日台経済関係が垂直分業
から水平分業へシフトしている事と、それまで台湾域内で主に展開されていた日台ビジネ
スアライアンスが、その他アジア諸国・地域にも拡大するようになっているという状況を
指摘、後者の典型的事例である「台湾活用型対中投資」について、その実態把握と成因の
探求を試みた。伊藤は後 2006 年 9 月に上程する『拡大する中国での日台アライアンス～
「台湾活用型対中投資」の魅力と注意点』やその他研究と併せて幾つかの重要な足跡を残
している。まずは伊藤のこれら研究の意義について検証してみたい。 
 
（１） 日本企業による「台湾活用型対中投資」という概念の定義づけを行った 
日本企業に中国進出増加に伴い、特に 2000 年以降「台湾活用型対中投資」も増加して
いる（伊藤 2006）。それに呼忚するかのように朱炎（2005）、井上（2007）等台湾企業
の中国ビジネスでのプレゼンスの高さや日本企業と台湾企業のアライアンス事例に言及し
つつ「台湾活用型対中投資」に関する事例紹介を行っている論考やその他日本企業と台湾
企業のアライアンスによる中国進出事案に関する新聞記事情報を目にする機会は増えたが、
その全体像の把握を試みた先行研究は乏しい。伊藤（2005）によると日本企業による「台
湾活用型対中投資」に関する包括的な先行研究は佐藤（1997）が嚆矢であるが、その後は
十分な研究が行なわれていない状況にあった。5そこで伊藤（2005,2006）は各種資料から
事例を収集、時期別・業種別に整理し、日本企業が関連する対中投資を出資形態に基づい
                                               
5佐藤幸人「多層経済発展中的日本・台湾及中国大陸之間的投資関係：事例研究」（中華経済研究院『民国 84/85
年両岸経済情勢分析』行政院大陸委員会、1997年） 
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て、①「日台合弁型」、②「台湾子会社活用型」、③「複合型」という 3 つの形態に大別、
①「日台合弁型」とは、日本企業の出資比率が直接・間接を問わず 10％以上であり、かつ、
台湾企業の出資比率が直接・間接を問わず 10％以上である中国現地法人、②「台湾子会社
活用型」は、日系台湾子会社からの出資を含む形で設立された中国現法であり、かつ、直
接・間接を問わず日本企業の収支比率が 10％以上である中国現地法人、③「複合型」は、
①「日台合弁型」・②「台湾子会社活用型」の条件をともに満たす台湾企業と日本企業の
台湾子会社からの出資をともに含む中国現地法人を指す。これら形態の日本企業による対
中投資を総称して「台湾活用型対中投資」と定義づけた。 
 
台湾側 中国地場企業など
本社and/or海外子会社
（ただし台湾子会社は除く）
日台合弁型 ● × ● ▲
台湾子会社
活用型
▲ ● × ▲
複合型 ▲ ● ● ▲
（注）１．記号の意味は次のとおり。●＝必ず含む、▲＝含む場合がある、×＝含まない。
　　　２．日本側・台湾側の「海外子会社」は在中国子会社を含む
　　　３．データの収集に関しては、以下の基準を採用している。
① 「日台合弁型」　　　　　　　： 日本企業の出資比率が直接・間接を問わず10％以上であり、かつ、
台湾企業の出資比率が直接・間接を問わず10％以上である中国
現法。
② 「台湾子会社活用型」　　　　： 日系台湾子会社からの出資を含む形で設立された中国現法であり、
かつ、直接・間接を問わず日本企業の収支比率が10％以上である
中国現法。
③ 「複合型」　　　　　　　　　： 「日台合弁型」・「台湾子会社活用型」の条件をともに満たす
中国現法。
　　　４．なお、日系台湾子会社、台湾企業による対中直接投資は、第三国・地域に設立された現法経由で実施
　　　　　されることが通例である。その理由は、台湾当局の規制により、原則として第三国・地域に設立された
　　　　　現法経由で対中投資をすることが義務付けられていたからである。02年7月31日の法改正により、同年
　　　　　8月2日から台湾から直接的に中国に投資することも可能になっている。しかし、上記規制撤廃後も
　　　　　中台間の投資保護協定がないことなどが主因で、依然として第三国・地域経由で実施されるケースが
　　　　　大半である。具体的には、英領ヴァージン諸島、香港、ケイマン島、シンガポール、サモアなどが経由地
　　　　　として利用されている。
　　　５．タックスヘイブンなどの第三国・地域で日本企業と台湾企業が合弁企業を設立し、その合弁企業
　　　　　が対中投資を行うケース、中国での委託加工を目的として香港で合弁会社を設立するケースもある。
　　　　　本稿では、それも「台湾活用型対中投資」の範疇に含めている。
（資料）みずほ総合研究所作成：みずほリポート2006年9月29日　拡大する中国での日台アライアンス
出資者
類型
図表2-6：「台湾活用型対中投資」の類型
日本側
台湾子会社 （本社and/or海外子会社） 第三国・地域企業
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（２） 日本企業による「台湾活用型対中投資」の実態把握手法の礎を構築した 
「台湾活用型対中投資」のパターンは多岐にわたっている。また、前記 1.2 で言及した
とおり、台湾企業による対中投資が、香港・英領バージン諸島・英領ケイマン島等第三国・
地域経由で実施されているケースも多く全容を解明するのは極めて困難である。これら理
由から日本企業による「台湾活用型対中投資」に関する包括的に網羅した続計資料は筆者
が見る限りでは存在していない。このような状況下伊藤（2006）は、①東洋経済新報社『海
外進出企業総覽』各年版、②日本・台湾発刊の新聞・雑誌記事、③台湾経済部投資審議委
員会上場・店頭企業対中投資リスト、④中華徴信所『台湾地区集団企業研究』各年版、⑤
各社ホームページ・プレスリリース、⑥ヒアリング調査結果、等の資料をもとに日本企業
による「台湾活用型対中投資」の事例を収集した。この手法で伊藤は 2009 年 6 月時点現
在、1989 年以降、尐なくとも 415 件の「台湾活用型対中投資」のケースを確認している。
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（卖位：件、％）
業種
電気・電子 28 (22.0) 63 (21.9) 91 (21.9)
自動車・部品 17 (13.4) 55 (19.1) 72 (17.3)
化学 19 (15.0) 43 (14.9) 62 (14.9)
機械 17 (13.4) 31 (10.8) 48 (11.6)
金属 11 (8.7) 24 (8.3) 35 (8.4)
食料・飲料 8 (6.3) 26 (9.0) 34 (8.2)
ゴム・皮革 8 (6.3) 4 (1.4) 12 (2.9)
繊維業 9 (7.1) 3 (1.0) 12 (2.9)
パルプ・紙 9 (3.1) 9 (2.2)
精密機器 4 (3.1) 5 (1.7) 9 (2.2)
窯業・土石・ガラス 4 (3.1) 5 (1.7) 9 (2.2)
その他製造業 2 (1.6) 6 (2.1) 8 (1.9)
その他製サービス 6 (2.1) 6 (1.4)
小売業 4 (1.4) 4 (1.0)
運輸・物流業 3 (1.0) 3 (0.7)
ソフトウェア 1 (0.3) 1 (0.2)
合計 127 (100.0) 288 (100.0) 415 (100.0)
（資料）みずほ総合研究所　「台日協力の優位性と展望」ワークショップ2009年7月22日
～99年 00年～ 合計
図：2-7［日本企業の「台湾活用型対中投資」件数の業種別構成］
 
                                               
6 2009 年 7 月 22 日亜東関係協会科学技術交流委員会「台日協力の優位性と展望ワークショップ」
にて発表されたデータ。 
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伊藤（2005）は、使用した資料の性格上、捕捉できたサンプルは基本的に日本の上場・
店頭企業、未上場企業のうち中規模企業以上の企業であり、小型企業による「台湾活用型
対中投資」は十分には捕捉できない、また、在台湾日系子会社からの出資が行なわれてい
る場合であっても、新聞・雑誌記事上それが明記されていないケースも尐なくない。加え
て、台湾当局は対中投資を行なう台湾企業に申請を義務づけているが、台湾当局に申請せ
ずに対中投資をしているケースも多い。それが、台湾側資料を用いて「台湾活用型対中投
資」のサンプルを収集するうえでの大きな障害となっている。以上から判断して、日本企
業による「台湾活用型対中投資」は、本稿で確認できた件数よりも多いとみて間違いない、
と述べており、「台湾活用型対中投資」案件の全容を解明する困難さを指摘しているが、
従来個別の事例紹介に終始していた日本企業の台湾企業とのアライアンスによる中国進出
について包括的なデータを作成し当該分野の包括的な解明への礎を構築したことは後続研
究者への門戸を開いたという意味で評価すべきである。 
束洋経済新報社『海外進出企業総覧』2009 年度版によると、2008 年末現在同誌に掲載
されている日本企業の中国現地法人数は 5,015 社となっている。この数値を母数とした場
合、「台湾活用型対中投資」により設立された中国現法のシェアは、2009 年 6 月時点で
8.3%という計算となり、約 1 割近くの目本企業が対中投資の形態として「台湾活用型対中
投資」を採用していることがわかる。 
 
（３） 「台湾活用型対中投資」の生存率の高さ 
伊藤(2009)は 1990 年代以降の日本企業による対中進出事案を洗い出し、台湾活用型対
中進出事例とその他に分類、2006 年 12 月末時点で当該事案現地法人が存続しているか否
か「生存率」の比較を行った。Makino & Beamish (1998)によると、“第三国企業間の対
外直接投資ジョイントベンチャーは生存率が最も低い”と論証しているが、これに対し伊
藤(2009)は上記「生存率」の比較データで、「台湾活用型対中投資」事例が「非台湾活用
が対中投資」事例より生存率が高かった事を理由にこれを反証している。 
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（４） 「台湾活用型対中投資」によるベネフィット7について、国際ビジネス理論を用い
た構造解明を試みた 
日本企業の台湾を活用した中国進出に関する研究は従来、個別事例のレビューや論証に
とどまっていた。伊藤（2005）の最大の功績は「台湾活用型対中投資」という概念を定義
づけ包括的なデータを作成し、更にこのビジネスモデルが持つべネフィットについて国際
ビジネス理論を用いた構造解明を試みたことである。彼はハイマーを源流とする「産業組
織論アプローチ」に立脚、洞口（1992）による先行研究レビューを引用し、「企業がうま
く生産することのできる生産物、首尾よく工場を設立した新規事業分野、商品化に成功し
たイノベーション、経営者の理念、および、企業内に存在している経験、経営能力、技術
的ノウハウに多くを依存し、すべてのものに開かれている外的な機会に対忚して経営者の
直観する事業機会（Penrose（1956））」。「外面的には経営者を中核とし、より実質的
には経営管理上の知識と経験、パテントやノウハウをはじめマーケティングの方法などを
含めて広く技術的・専門的知識、販売・原料購入・資金調達などの市場における地位（あ
る場合には独占的支配力）、トレード・マーク（ブランド）あるいは信用、情報収集、研
究開発のための組織など（小宮（1967））」、に代表される「経営資源の優位性」に着目
した。産業組織論アプローチでは、企業が海外直接投資を行なう場合、自国企業の方が参
入外資企業と比べ当該国の法律・政治・経済・言語・文化等の理解や保有する情報量につ
いて一般的優位性を保有している。そのため、海外直接投資を行なう場合には、参入外資
企業がこれらの务後に対して克服可能な、何らかの「経営資源の優位性」を保有している
必要がある。あるいは、尐なくともそうした優位性を保有していると「認識」している必
要があり、この視点に立脚した場合、「台湾活用型対中投資」とは、台湾企業あるいは在
台湾日系子会社が保有する「経営資源の優位性」を活用することで、日本企業本社がもつ
「経営資源の優位性」を補強しようとする試みであり、それこそが「台湾活用型対中投資」
のメリットであると解釈することができると述べ、このような仮説に基づき、前述のデー
タに併せ、「台湾活用型対中投資」が採用された理由、および、それにより設立された中
国現法における出資者間の分業体制に関するヒアリング調査を通じ、日本企業本社、台湾
企業、在台湾日系子会社間でどのような「経営資源の優位性」の相互補完関係が構築され
                                               
7 先行研究（伊藤 2005,2006）では「台湾活用型対中投資のメリット」と記されている 
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ているのかについて分析を行った。その結果、台湾系企業が持つ「経営資源の優位性」と
は、彼らが積極的な対中投資を通じて構築してきた中国内のネットワーク（販売網、部材
調達網、人脈など）に由来しており、「台湾活用型対中投資」を採用した日本企業は①台
湾側パートナーの販売網を通じた中国市場開拓、在中国台湾企業への販売拡大、②在中国
台湾企業からの安価かつ良質な部品の調達、③中国内の台湾人ネットワークを通じた情報
収集・トラブル解決といったメリットを享受している。また、日本の企業文化・日本語・
中国の文化・言語をともに解し、技術・管理ノウハウにも通じている台湾人従業員が活用
できるため、中国現法のスムーズな立ち上げ・運営が容認になるというメリットも実感さ
れている（伊藤 2005）と述べている。そしてこれら調査を通じ「台湾活用型対中投資」の
ベネフィットについて下図のとおりまとめた（伊藤 2006） 
 25 
 
図 2-8 「台湾活用型対中投資」のベネフィット 
 
（伊藤 2006）pp12 より引用 
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2.2 先行研究の限界 
伊藤（2005）が「台湾活用型対中投資」におけるベネフィットの解明に用いた産業組織
論アプローチについて簡卖に振り返ってみる。これは直接投資理論のパイオニアであるハ
イマー(1960)にさかのぼる。彼の研究の意義は、企業の国境をまたいだ活動について初め
て体系的な説明（産業組織論）を試みた事にある。それまで海外投資は、間接投資ととも
に、利子裁定としての国際資本移動と同一視されていた（長谷川 2002）。Dunning(2001)
によるとハイマー（1960）は 1950 年代米国企業の海外、特にカナダ・ヨーロッパにおけ
る付加価値活動の主なものが特定業種に集中していることに気付き、この事象についてそ
れまでの各国間金利差の利用に基づく国際資本移動に関する学説を用いると説明力を持た
ない事に気付いた。彼は Brain(1956)の、米国における他業態からの新規事業参入の難易
には、①規模の経済性、②要素市場への特恵的アクセス、③研究開発による差別化、④広
告宣伝という 4 つの参入障壁があり、これに対する優位性を保持する企業が市場への新規
参入が叶えられる、という研究に影響を受け、優位性こそが直接投資の原動力とする命題
（長谷川 2002）に行き着いた。そしてキンドルバーガ （ー1969,訳書 p29）はハイマ （ー1960）
のいう優位性を独占的優位性と呼び、その源泉として、①製品市場での不完全市場、②生
産要素市場での不完全競争、③規模の経済性、④政府政策による生産や参入に対する規制
を取り上げた。ハイマーが理論化を試みた時代の国際ビジネスのメインプレーヤーは、他
国の競争相手を圧倒する優位性を持つ、第 2 次大戦後のパックスアメリカーナ時代の米国
巨大企業である。当時の外国市場はそれぞれ異質でリスクも高く、従って海外進出に擁す
るコストは莫大であった。それゆえ卓越した優位性こそが直接投資の原動力であるとした
命題は大いに説得力あるものとして受け入れられていた。ところがその後の輸送・情報通
信技術の発達や市場グローバル化は、国内市場と外国市場との距離を、時間的にも経済的
にも、そして心理的にも大幅に縮めた。今日の多国籍企業はもはや圧倒的な優位性を必要
としないし、逆にまた、そのような優位性をもつ企業も存在しにくくなっている（江夏、
長谷川、長谷川 2008）。以上のように、産業組織論アプローチでは現代企業の海外直接投
資ビヘイビアについて説明しきれなくなっている。また、アライアンスによる海外直接投
資を論じる場合に「優位性」という要素は馴染まないものと思料する。例えば日本企業が
海外市場への進出（例えば中国市場）を検討する際、経営資源について自社よりも他社（例
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えば台湾企業）に優位性がある事を認識したら、その日本企業は当該市場への進出を断念
し他の市場への進出を優先させる事が十分考えられるからだ。 
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第三章 台湾企業の経営ダイナミズム ～ケー
ススタディ～ 
第1節 統一企業グループの中国展開と課題 
1.1 統一グループ中国展開の概要 
次に「台湾活用型対中投資」におけるパートナーサイドである台湾企業が持つ企業ダイ
ナミズムについて俯瞰する。第一章で述べたとおり日本企業にとって中国の BtoC 市場ア
クセスは喫緊の課題であり、この分野における日台アライアンスの増加が期待される。こ
の分野を代表する台湾企業として、多くの日本企業から合弁および提携パートナーとして
選択されている食品メーカーのトップ企業が統一企業(Uni-President Enterprise)を中核
とする統一(President)グループがある。同グループは 1992 年の中国市場参入以降ほぼ毎
年中国に現地法人を設立させており、当社財務諸表で確認できる限り、現在では合計 44
社の現法を擁し、内訳は 31 社の食品関連製造および販売、流通関連 3 社、製缶・ブリキ
製造 4 社、家電製造販売 1 社そして投資会社 4 社となっており、出資額は合計 9 億 8,000
万米ドルにのぼる。食品・飲料を中心に製造から小売まで、事業地域は沿岸部から内陸部
まで幅広く展開している。これに加え、中華徴信所「2008 台湾地区大型企業集団研究：統
一関係企業結構図」を基に、グループ企業による間接出資で、社名に中国国内都市名が表
記されており、明らかに中国国内に存在すると考えられる企業が 20 社確認できた。その
主な業種は半導体、貿易、量販店・コンビニ・スーパー、スターバックスやセブンイレブ
ン等外資ブランドのチェーン店舗展開と推察される。 
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図表 3-1 
実収資本額
通貨
1 President Enterprises (China) 投資 USD 421,620 73.49% 309,849
2 昆山統一企業食品有限公司 インスタント麺、飲料、乳製品、その他食品 USD 44,000 73.49% 32,336
3 廣州統一企業有限公司 インスタント麺、飲料、乳製品、その他食品 USD 48,000 73.49% 35,275
4 武漢統一企業食品有限公司 インスタント麺、飲料、乳製品、その他食品 USD 29,600 73.49% 21,753
5 成都統一企業食品有限公司 インスタント麺、飲料、乳製品、その他食品 USD 35,000 73.49% 25,722
6 北京統一飲品有限公司 インスタント麺、飲料、乳製品、その他食品 USD 17,500 73.49% 12,861
7 鄭州統一企業有限公司 インスタント麺、飲料、乳製品、その他食品 USD 27,000 73.49% 19,842
8 合肥統一企業有限公司 インスタント麺、飲料、乳製品、その他食品 USD 10,000 73.49% 7,349
9 福州統一企業有限公司 インスタント麺、飲料、飲料水 USD 10,000 73.49% 7,349
10 瀋陽統一企業有限公司 インスタント麺、飲料、乳製品、その他食品 USD 29,900 73.49% 21,974
11 单昌統一企業有限公司 インスタント麺、飲料、乳製品、その他食品 USD 22,000 73.49% 16,168
12 昆明統一企業食品有限公司 トマト製品、飲料、インスタント麺 USD 20,000 73.49% 14,698
13 新疆統一企業食品有限公司 インスタント麺 USD 15,500 73.49% 11,391
14 廣州統一健康食品科技有限公司 インスタント麺、飲料、乳製品、その他食品 USD 3,500 73.49% 2,572
15 北京統一食品有限公司 インスタント麺 USD 23,400 73.49% 17,197
16 哈爾濱統一企業有限公司 インスタント麺、飲料、乳製品、その他食品 USD 25,000 73.49% 18,373
17 統一(上海)商貿有限公司 麺粉、油脂、飼料卸小売 USD 600 73.49% 441
18 今麥郎飲品(北京)有限公司 開発、加工、飲料、販売 RMB 742,600 36.75% 40,936
19 北京統一麒麟飲料有限公司 飲料 USD 3,000 36.75% 1,103
20 昆山三和企業食品有限公司 調味料、粉末、香料等添加剤 USD 1,200 11.02% 132
21 上海統泰食品有限公司 食品 USD 21,400 100.00% 21,400
22 廣州萬盛實業有限公司 生産、加工、食品販売 RMB 22,000 73.49% 2,425
23 四川弘通商貿有限公司 加工食品、ハードウェア、事務用品販売 RMB 2,000 73.49% 220
24 中山統一企業有限公司 水産、畜産、飼料 USD 19,400 100.00% 19,400
25 眉山統一企業有限公司 飼料、油脂 USD 10,000 100.00% 10,000
26 天津統一企業食品有限公司 麺粉、インスタント麺、その他食品 USD 15,210 100.00% 15,210
27 佛山市三水健力寶貿易有限公司 炭酸飲料 RMB 130,000 100.00% 19,500
28 青島統一飼料農牧有限公司 水産、畜産、飼料 USD 15,000 80.00% 12,000
29 張家港統清食品有限公司 油脂、油粕、飼料、麺粉 USD 17,000 60.00% 10,200
30 統一嘉吉(東莞)飼料蛋白科技有限公司 飼料 USD 40,000 50.00% 20,000
31 統一福記(青島)有限公司 鶏卵産品 USD 1,500 50.00% 750
32 天津福業商業有限公司 量販業 USD 12,000 45.00% 5,400
33 三統萬福(青島)食品有限公司 畜産加工 USD 12,000 30.00% 3,600
34 廣州家廣超市有限公司 倉庫、卸売 USD 12,000 20.00% 2,400
35 重慶家樂福商業有限公司 倉庫、卸売 USD 29,980 10.00% 2,998
36 統一超商超市中國控股有限公司 投資 USD 27,262 100.00% 27,262
37 統一超商餐飲事業中國控股有限公司 投資 USD 14,455 100.00% 14,455
38 英屬維京群島商統一超商藥妝事業中國控股有限公司投資 USD 6,837 100.00% 6,837
39 統一嘉吉控股私人有限公司 投資 USD 71,080 29.76% 21,153
40 長營電器(深?)有限公司 家電製造販売 USD 60,431 100.00% 60,431
41 無錫統一實業包裝有限公司 製缶 USD 7,000 100.00% 7,000
42 成都統一實業包裝有限公司 製缶 USD 7,510 100.00% 7,510
43 福建統一馬口鐵有限公司 ブリキ製造 USD 55,755 86.80% 48,395
44 江蘇統一馬口鐵有限公司 ブリキ製造 USD 32,217 82.86% 26,695
総計 982,560
（資料）統一企業財務報告書2008年より筆者作成
統一企業傘下中国進出企業
企業名 業種 金額 出資比率 合計USD
（卖位：USD,RMB1,000)
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1.2 中国進出の成功要因 
現在でこそ統一企業は中国食品業界最大手の外資企業の一つといわれていが、台湾企業
では同社よりも４～5 年早く、最初に大陸進出を果たした「康師博」ブランドの頂新グル
ープが中国市場では統一に先駆けて大成功をおさめていた。統一は台湾域内で圧倒的シェ
アを誇る分、大陸進出については頂新の後塵を拝していた。頂新に対して後発となった統
一が何故中国事業で成功できたのか、筆者は(1)オーナー社長の強力なリーダーシップと的
確なリスクマネジメント、(2)現地の特色に即したマーケティング戦略、(3)欧・米・日、世
界有名ブランドの活用、という 3 点が挙げられると思料する。 
 
（１） オーナー経営者の強力なリーダーシップと的確なリスクマネジメント 
統一グループの中国進出について、台湾との歴史的政治的背景から内戦・対立状態にあ
る大陸市場参入へのアレルギーが強く、「共産主義国では、個人や企業の財産が没収され
る」と尻込みする役員が多数いた中、経営トップである高清愿がトップダウンで方向性を
定めたこと。そして、その際に「大陸投資は年間 10 億台湾ドル（約 30 億円）以下」とガ
イドラインを明確にした。この金額の根拠は、当時統一グループの年間利益 25 億台湾ド
ルに対し（大陸投資額である 10 億台湾ドル）全額が中国政府に没収されてもまだ会社に
15 億台湾ドル残り、会社をつぶさずに済む、というものであった。（王 2007） 
 
（２） 現地の特色に即したマーケティング戦略 
1992 年 1 月 13 日、統一企業集団における最初の大陸投資案件である、「新疆統一食品
有限公司」が設立した。当社はトマト製品などの製造販売を目的とし、「大陸産の素材を
大陸で使う」の原則をモットーとした。これは、原材料産地直結型の拠点展開、すなわち、
特色のある食品原料を持つ地域に加工工場を建設し、現地市場で優先的に販売し、状況に
忚じて製品を国内外の販売網に乗せてゆく、という戦略である。その後 1998 年、上海に
大陸営業総本部を設立し中国大陸におけるグループ投資を統合管理することとした。対中
進出統一企業の中国における投資戦略はその初期においては「Ｔ型戦略」、すなわち改革
解放後初期段階において発展した沿岸部と長江流域に進出、その後事業地域を拡大する戦
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略をとった。例えば飲食事業については、中国全土を東北、華北、華中、華東、華单、大
西部（西单）、新疆（西北）の 7 つの地域にわけ、各地域の住民所得、消費能力、消費性
向や競合状況を勘案し、異なる事業分野や投資手法を用いている。それぞれの地域の中核
都市には運営本部が構えられ、周辺都市に拡散する形で生産基地や物流拠点網が形成、中
国全土に効率的な営業ネットワークが形成されている。また、豊富なグループの資源を活
用し、食品を起点に周辺事業へ展開し事業多角化を図っている。具体的には、食品関連企
業はグループ中核の統一企業が、小売と流通に関してはグループ傘下で台湾最大の統一超
商が、そして缶などパッケージ材料は製缶企業である統一実業が担当し、台湾にて行う統
一グループ全ての事業ポートフォリオが中国でも同様に展開できるようになっている。 
 
図表 3-2 統一企業グループの中国拠点 
 
(資料）統一企業ＨＰ(http://www.uni-president.com.tw/04business/strategy.asp)より抜粋 
 
大陸本部 
ｲﾝｽﾀﾝﾄ麺 
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（３） 日・米・欧、世界有名ブランドの活用 
統一グループ中国事業におけるもう一つの特徴は日本をはじめ、欧米等海外の有名ブラ
ンド企業との共同事業が多い点である。統一企業の中国における日本企業とのアライアン
スについては後述するが、スターバックス（米：コーヒー）、コールド・ストーン（米：
アイスクリーム）、カルフール（仏：量販店）等欧米企業とも中国において共同事業を行
っている。商品や店舗、サービスの国際的ネームバリューという点では一歩も二歩も务る
統一であるが、当社が持つ中国国内ネットワーク、市場開拓力、人材活用等欧米企業から
見ても魅力ある中国事業ノウハウを当社が持っている証とも言えよう。 
 
1.3 最近の動きと課題 
2008 年、全世界は金融危機の打撃を受けどの産業も成長が低下、中国大陸の産業も例外
ではなかったが、唯一食品産業は「民以食為天＝民は食を最も大事にする」という故事か
らも解るよう一般庶民は「先ず腹を満たさずにはいられない」という民族特性からその業
績は金融危機の影響を受けることなく成長を続け、2008 年で最も明るい業界となった。台
湾企業の中国市場におけるパフォーマンスという視点から見ると、統一集団と頂新集団が
“勝ち組”の 2 社となった。2009 年中国大陸における台湾企業ランキング「台商 1000 大
排名」8調査において、統一集団は傘下 29 社をランキング入りさせた。これは 2005 年に
同調査が開始されて以来、最も多くの卖一企業集団内企業がランキング入りしたケースだ
と紹介されている。[工商時報 p150]統一集団の中国大陸における事業ポートフォリオは幅
広く、ｲﾝｽﾀﾝﾄ麺、飲料水、果汁、茶飲料、食用油、飼料、コーヒーのチェーン展開（スタ
ーバックス）、セブンイレブンのフランチャイジーに代表される小売等流通にまで深く関
与している。1993 年中国進出当初は香港に隣接した珠江デルタ、上海から連なる長江デル
タ地区といった、改革開放政策で最も恩恵を被り経済発展を遂げた地区から事業展開を開
始したが、近年では湖北省の武漢に中国第二総本部をつくり全力を挙げて市場固めを行っ
ている。 
                                               
8 台湾の主要紙「工商時報」が行った調査。2009 年 6 月発表。売上高 2,500 万人民元（約 350 百万円）以上
の中国内で操業する台湾系企業（台湾人、台湾系企業出資比率 45%以上）および台湾の信用調査会社データを
もとに営業利益が多い順に上位 1000 社をランキングした指標。 
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順位 現法名 売上高 従業員数 事業内容
67 統一嘉吉資料（東莞） 3,600 149 大豆油等製造販売
148 統一企業食品（昆山） 1,608 2,622 即席麺、飲料、乳製品製造販売
164 統一企業（広州） 1,460 2,732 即席麺、飲料、乳製品製造販売
177 統一企業食品（武漢） 1,278 2,256 即席麺、飲料、乳製品製造販売
184 統一企業食品（成都） 1,226 2,456 即席麺、飲料、乳製品製造販売
229 統一馬口鉄（江蘇） 1,009 250 ブリキ製造販売
232 三水健力宝（仏山） 1,001 1,425 飲料製造販売
278 長営電器（深圳) 810 4,116 金属加工
281 統一銀座（山東） 800 1,666 小売・卸売
328 統一企業（鄭州） 703 1,151 即席麺、飲料、乳製品製造販売
348 統一飲品（北京） 671 1,236 飲料、乳製品製造販売
409 統一星巴克珈琲（上海） 567 1,939 スターバックス店舗運営
435 統一企業（合肥） 526 1,342 即席麺、飲料、乳製品製造販売
436 三統萬福食品（青島） 526 1,925 飼料加工、養鶏
464 統一企業食品（新疆） 485 934 トマト製品、飲料、食品類製造販売
515 易統食品貿易（上海） 432 30 食品商社
652 統一企業（中山） 320 226 水産、畜産、ペット用飼料製造販売
672 統杰法寶超市（北京） 306 623 食品加工、包裝及販売
703 統一企業（瀋陽） 289 988 即席麺、飲料、乳製品製造販売
741 統一企業（单昌） 265 635 即席麺、飲料、乳製品製造販売
771 統清食品（張家港） 251 113 油脂、小麦粉、飼料製造販売
790 統一食品（北京） 244 388 即席麺製造販売
823 統一飼料農牧（青島） 227 186 養鶏業、飼料の製造販売
881 統一実業包装（無錫） 202 224 缶製造販売
888 統一工業（天津） 199 39,055 バッテリーの製造販売
934 統一量販超市（成都） 186 419 小売・卸売
946 統一量販超市（四川） 182 398 小売・卸売
972 統一能源熱電（射陽） 175 150 火力発電
合計 19,548 69,634
（資料）統一企業ＨＰ　http://www.uni-president.com.tw/04business/china.asp　各社ＨＰ、
工商時報「大陸台商1000大～台商進化論」、みずほリポート2006年9月26日より筆者作成
（卖位：百万人民元、人）
図表3-3：統一企業グループ　主な中国現地法人
 
 
 
 
2009 年 4 月、統一グループはフランチャイズ形式にて上海でのコンビニ事業に進出し
た。これにより統一流通次集団（台湾でコンビニや冷凍業、運輸業などを展開している統
一企業グループ会社）の中国事業ポートフォリオは喫茶飲食・量販店・ドラッグストア・
スーパーマーケット・コンビニまでに及び、営業範囲もサービスのあらゆる階層をカバー
することとなった。グループ企業の中でも山東統一銀座（済单を中心に山東省でスーパー、
コンビニを展開）、統一星巴克（スターバックスの店舗運営）は早くも統一流通次集団の
最大の収益源となっている。統一流通次集団は 2000 年より大陸市場に参入、飲食事業で
はコーヒー、アイスクリーム、パンのチェーン店舗を“スターバックス”“Afternoon tea” 
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“Cold Stone””聖娜多堡”および”ミスタードーナッツ“等 5 大ブランドで展開、総店
舗数は既に 200 を超えている。その他同集団の中国大陸での事業は四川省で”優瑪特量販
店””山東統一銀座スーパーマーケット“”康是美（ドラッグストア）“”統杰スーパー
マーケット“”セブンイレブン“等々飲食業以外に総勢 10 社の関係企業を抱えている。 
1998 年 3 月、スターバックスは台湾に上陸、1999 年 1 月に北京に進出、2005 年 5 月
には統一企集団と共に上海進出を果たした。上海では 1 年 9 カ月という短期間で上海統一
スターバックス社は利益を計上、目下のところ上海以外にも单京及び杭州に 160 余店舗を
展開、既に中国のコーヒー業界でトップブランドの地位を確立、2008 年の売上高は 5.7 億
人民元（約 74 億円）、対前年度比 23.3％と驚異的な伸びを示し、上海地区では 1 日に 1
万杯のコーヒーを販売している。上海統一スターバックスが中国大陸に進出した当初は価
格が高すぎるのではとの懸念も示されたが、ホワイトカラー層からの支持を受け、コーヒ
ーを一種のファッション・文化に作り上げる事に成功した。また同社は消費者の要求を常
に取り入れ、アメリカのスターバックスと統一感を持たせつつもオリジナルテイストの商
品を開発、2009 年には初めて“フローズン（シャーベット状の飲料）”飲料を販売、当地
消費者の好奇心を喚起している。 
統一流通次集団は大陸内にもう 1 社の稼ぎ頭“山東銀座超市（スーパーマーケット）”
を擁している。この企業は 2004 年山東省済单に 1 号店を開設、2007 年 50 店舗、2008 年
には 100 店舗を突破し売上高は 9 億元（約 120 億円）に到達している。同社によると、2006
年に 30 余件の新店舗を開設、店舗網は一気に 50 余の町に広がり、多くの済单市民の需要
に忚えられるようになったのみならず、地元小売業の生態変化につながった、すなわちサ
ービス品質の向上をもたらした、という。また、店舗網の広がりによる規模拡大で系列物
流センターの利用効率が高まり、更なるコスト削減に寄与している。 
店舗展開の早さ、市場に与えるインパクトが強まった事のみならず、山東統一銀座超市
では 2007 年より新たな改革計画に取り組んでいる。それは消費者の山東統一スーパーに
対するブランド認知度及び高感度を高めることである。その手始めとして、店舗リニュー
アルに取り組んでいる。例えばリニューアル前は店舗内照明の色が暗く淡く、透明度が低
かったが、窓を全透明ガラス式に変え自然光を取り入れ自家製パンを専用ラックに陳列し
天然素材を用いた健康な質感イメージを訴求、加えて新鮮は果実・野菜・肉類を仕入れる
ことで今迄当地になかった新たなスーパーマーケットのイメージを生み出す事に成功、業
績は前年度比 12%アップした。山東統一銀座のこの 4 年に渡る努力が実を結び、100 号店
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を開店させた際には山東省の副省長、済单市副市長といった地域のトップが開店セレモニ
ーに列席するという、‘地域にとって欠かせない存在‘にまで成長した。山東銀座は毎月
各種新製品を店に並べるだけではなく、国際購買方式を採用し自らの力で海外商品を買い
付けている、また、「尤斯麥客」という自社ブランドを開発して台湾風味の「茶葉蛋（茶
葉で煮込んだ味付け卵）」「蒸饅頭」「串串棒」「ちまき」「蒸トウモロコシ」等（中国
人が好む）温かい食べ物を次々と販売し品揃えの強化に努め同業他社との差異化を際立た
せた。2008 年 4 月からは全店で 24 時間営業を開始、市民に夜間の消費の場を提供した。 
山東統一銀座超市以外に、統一集団は四川省でも 4 店舗「統一優瑪特量販店」という量
販店形態の店舗を開設している。その数は 4 店と尐ないが購買意欲旺盛な当地商圏のマー
ケットニーズを的確に捉えている模様である。開店 30 分後には入店規制を行い、10～15
分毎に顧客を入場させる措置を夜 9 時まで継続して行わねばならない程で、閉店時間は 1
時間延長し午後 11 時にしている。統一四川優瑪特量販店 2008 年の売上高は約 50 億円余
で、現地での量販店の競争は白熱化し、各店との競争に勝ち抜く為低価格戦略以外の差異
化が求められており、同社は熱食（温かい食べ物）、焼き物商品の特色をアピールすると
ともに顧客会員組織を新設、顧客の囲い込み、ロイヤリティ醸成に力を注ぐという戦略で
臨んでいる。 
最後に統一企業グループの中国事業展開における今後の課題について言及する。 
 
（１） 従来コア事業（インスタント麺、飲料） 
現在当該事業の問題点としては、大陸におけるｲﾝｽﾀﾝﾄ麺と飲料事業の収益状況、ｲﾝｽﾀﾝﾄ
麺の収益下落を飲料でカバーしている点であろう。香港上場企業で中国大陸内のｲﾝｽﾀﾝﾄ麺、
飲料事業を統括する統一（中国）の 2008 年度財務諸表によると、売上高は 2007 年度対比
6.8%の増加の約 92 億人民元（約 1,200 億円）、そのうち 20%強をｲﾝｽﾀﾝﾄ麺が占めている
（22 億元）が、ｲﾝｽﾀﾝﾄ麺事業の営業利益は対前年度比で 7.8%の減尐、一方で飲料品の売
上高は対前年度比 13%成長し全体の 75%を占める（69 億元）までに至っている。要因と
しては「康師博」のみならず日清食品（カップヌードル）等外資ブランドおよび地元企業
による廉価品の参入による競争激化が挙げられよう。ただしこの傾向は統一集団が近年大
陸で飲料品市場に対し重きを置いて攻め込んでいる戦略とも符合する。また、2009 年 3
月 18 日、商務部は、コカ・コーラ社が 2008 年 9 月 18 日に独占禁止法と国務院の「事業
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者集中の申告基準に関する規定」の定めに基づき提出していた匯源公司の買収計画を認容
しない決定を下しコカ・コーラ社は、24 億ドルを投じての匯源公司買収計画をとりやめる
ことになったケースも同社の収益機会という観点から見ると追い風要因であると言えよう。 
 
（２） 新規参入流通事業（コンビニ、スーパー、量販店） 
20 年前統一企業が台湾においてセブンイレブン事業を黒字化させるのに 7 年、また同様
に、統一グループの中国事業が黒字化に至るまで 1992 年から 1999 年までの 7 年間を要
している。台湾のみならず、中国事業においては香港市場でホールディングカンパニーを
上場させて資金調達を図っている同社グループにとっては投資化との対話が新たな課題と
なる。外国人株主達が統一の中国事業に対してどの程度の時間を許容するのか、どの程度
の成長性・企業価値向上を求めるのか、新たな課題と言えよう。これに対し同グループで
は元シティバンク台湾代表を上記ホールディングカンパニー、統一企業（中国）の役員に
迎え入れ対忚している。 
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第2節 統一グループと日系企業の中国でのアライアンス 
2.1 統一企業グループと日本企業の中国アライアンス概要 
現在公表資料等で確認できた統一グループと合弁、アライアンスを行っている日本企業
（含：日本企業 100%出資中国現地法人）の一般事業法人は合計７社、具体的には①日清
オイリオグループ㈱、②キッコーマン㈱、③第一ブロイラー㈱、④キリンビバレッジ㈱、
⑤日清食品㈱、⑥㈱ダスキン、⑦セブンイレブン（中国）の 7 社で、商社である三菱商事
㈱、三井物産㈱を加えると合計 9 社となる。また、統一企業グループとこれら９社とのア
ライアンス事例は合計 9 件で設立および提携事業開始時期は、①2000 年＝1 社、②2002
年＝1 社、③2004 年 1 社、④2006 年＝3 社、⑤2008 年＝1 社、⑥2009 年（9 月現在）＝
2 社となっている。 
 
 
図表 3-4 
中国現法名 日本企業（日系企業） 事業内容
1 昆山統万微生物科技（有）('00) キッコーマン㈱ 醤油等製造・販売
2 三統萬福（青島）食品有限公司 ('02) 三井物産㈱、第一ブロイラー㈱ 飼料加工、養鶏
3 北京統一麒麟飲料有限公司('04) キリンビバレッジ㈱ 飲料製造販売
4 張家港統清食品（有）('06) 日清オイリオグループ㈱、三菱商事㈱ 食用加工油脂製造・販売
5 今麦郎飲品（北京）（有）('06) 日清食品㈱ 飲料製造
6 楽清（上海）清潔用具租賃（有）('06) ㈱ダスキン、三井物産㈱ ダスキン商品のレンタル・販売
7 統万珍極食品（青島）食品（有）（'08) キッコーマン㈱ 醤油等製造・販売
8 統一多拿滋（上海）食品（有）('09) ㈱ダスキン ミスタードーナッツ事業展開
9 統一超商便利（有）('09) セブンイレブン（中国） 7-11のフランチャイズ展開
（資料）みずほ総合研究所、統一企業財務諸表、東洋経済新報社「海外進出企業総覧」、各社ＨＰより筆者作成
[統一企業グループと日本企業の中国でのアライアンス事例]
 
 
 
図表 1-1 で示したとおり、日本企業の中国事業について 2004 年を第二のピークとして
以降進出・撤退とも件数が減尐傾向となり、「安定化」「沈静化」の様相を呈している状
況と対比すると特筆すべき点となっている。またこれら９案件は全て中国国内での最終消
費者に対する販売およびサービス提供を目的としており、中国の経済成長に伴う日本企業
の中国進出目的が労働集約型低賃金輸出加工から内需対忚へと変化している事を如実に反
映している。 
 38 
 
2.2 最近の事例～フランチャイズによるコンビニ展開 
本項では、最近の事例として上海におけるセブンイレブンと統一のフランチャイズによ
るアライアンス事例をレビューする。 
セブンイレブンの中国展開は旧イトーヨーカ堂に買収される前の 1990 年代前半から香
港・マカオで米セブンイレブン社とライセンシー契約を締結していた Daily Farm 社が広
東省の深圳や広州で店舗展開を行い、今では香港、マカオ、広東省一体で 1,440 店舗を展
開している。また、セブン・イレブン・ジャパンとしては 2004 年に北京首聯商業集団有
限公司、中国糖業酒類集団公司との合弁でセブンイレブン北京有限公司を設立、現在北京
に 80 店舗、天津に 2 店舗を出店させている。9日本でのセブンイレブンの大成功から米国
セブン社を買収し傘下に収めたヨーカ堂＝セブン＆アイホールディングス（セブン・イレ
ブン・ジャパン）の中国戦略にとって、最大の消費地である上海への参入には後れをとっ
ていた。周辺地域を含めた人口約 1,900 万人、住民 1 人当たり GDP は 10,000 米ドルに届
く世界でも最も有望な市場である。ここ上海でセブン・イレブン・ジャパンがパートナー
に選んだのが統一であった。セブン・イレブン・ジャパンは 2009 年 4 月に設立した現地
会社、セブン-イレブン（中国）を通じて台湾の食品大手、統一超商に上海地域の FC（フ
ランチャイズチェーン）ライセンスを付与し、同 4 月 30 日、同時に４店舗をオープンさ
せた。セブン・統一の上海への進出は既にローソン、ファミリーマートを始め約 4,000 店
ものコンビニが乱立する激戦地への後発参入である。統一集団総裁林蒼生のコメントによ
ると、上海でのセブンイレブン事業は 3 年で 165 店舗、5 年の 300 店舗の出店計画、4 年
目から黒字化させることを目標に掲げており、規模拡大の為には買収・合併も視野に入れ
て時間を金で買うことも選択枠に入れている。10新聞記事によると、セブン・イレブン・
ジャパンと統一超商との上海事業に関する覚書締結が 2008 年 5 月 29 日11であり、そこか
ら約 1 年の準備期間を経て一気に 4 店舗のコンビニエンスストアを開店させたことになる。
上海でのセブンイレブン開店にあたり統一超商総経理の徐重仁は、「1991 年から 92 年に
かけて統一超商とセブン・イレブン・ジャパンで中国進出について協議していた（夢）が
                                               
9 2009 年 12 月 8 日現在柒—拾壹（北京）有限公司ホームページ http://www.7-11bj.com.cn/index.html よ
り 
10 工商時報 2009 年 6 月 12 日 
11 日本経済新聞 2008 年 5 月 30 日 
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2009 年についに実現した。」12と語っているが、これには背景がある。統一グループは 1978
年より米セブンイレブンよりフランチャイズ権を取得し台湾で店舗展開を開始、現在では
台湾域内に約 4,000 店舗、市場シェアで 47%と圧倒的な存在となっている。1991 年セブ
ン・イレブン・ジャパンが当時の親会社、米サウスランド社救済の為に株式取得し傘下に
収めた際、統一は既に中国での運営権取得をセブンイレブンに対し働き掛けていたという。
また、2002 年当時の報道において、（その後 2004 年に設立された）セブンイレブン（北
京）設立構想時に出資予定企業として北京の企業に加えて統一が 15%出資予定で調整中と
記されていた13。その後セブンイレブン（北京）の出資企業から統一の名前が消えた経緯
は定かではないが、台湾独立を標榜する民進党政権時代なので、北京政府の政治的判断が
影響したのかもしれない。1978 年、米セブンイレブンの１フランチャイジーパートナーと
して統一が台湾においてセブンイレブン事業を立ち上げたときは徒手空拳の手探り状態で
あったが、台湾での成功と中国進出後 17 年で培った経営資源すなわち、中国国内での生
産・流通ネットワークや台湾セブンイレブンのマーケティンググループに代表される統一
企業集団の持つ全ての経営資源を持って上海でのセブンイレブン運営に臨む。 
統一超商は 1 億人民元（約 13 億円）を投じ上海でのセブンイレブンフランチャイジー
受け皿企業「統一超商（上海）便利店」を設立、統一集団総裁林蒼生自らが董事長に就任
しその意気込みを表している。林は「出店数を増やすことが最終目標ではない、品質を高
めいかに差別化を図るかが大切である。例えば上海のセブンイレブンでは顧客の目の前で
調理し温かい出来たての料理を素早く提供する（現炒）コーナー『快餐島』や『好炖（関
東煮＝おでん）』が（ターゲット層とする）ホワイトカラー層の食のニーズにマッチして
いる。」と述べている。また、統一超商（上海）便利店総経理の黄千里によると、「上海
の外食人口は 80%以上であり、かつ消費者は“出来たて”や“（電子レンジで温めるので
はなく）既に温かい”物を食べるのを好む傾向にある。従って上海のケースでは特別に現
炒と関東煮を商品企画した。さらに統一集団が持つ国際購買力で全世界から最適な価格で
商品や原料を調達することができる。台湾と上海のセブンイレブンは（商品販売）価格が
ほぼ同じであり、（ライバルと比べて）かなり競争優位な位置にある」と語っている。こ
れら統一グループトップのコメントを通じ、同じ華人として上海人の食を中心としたニー
ズ把握およびマーケティング力および統一グループが有する国際物流網という強みを利用
                                               
12工商時報 2009 年 6 月 12 日 
13 2002 年 9 月 8 日日本経済新聞 
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する事が期待できる。一方で課題については第 1 節でも触れた、経営と投資家の時間軸の
問題と出店スピードの問題が挙げられよう。台湾では 7 年を要したセブンイレブン事業の
黒字化について上海では何年擁するのか、その要諦となる店舗展開について他社との差別
化を図った高品質な店舗と訓練された人材をいかに短期間に大市場である中国で大量に用
意することができるのかが注目される。 
 
 
第3節 華人経営の特徴に見る統一企業 
3.1 距離感縮まる華僑と中国民営企業の経営 
いわゆるチャイニーズの企業行動については、華人経営と呼ばれる分野で研究が進めら
れており、日本においては JETRO（日本貿易振興会）やアジア経済研究支所が組織とし
て、また、研究者としては渡辺（1994）、井上（1994）、王効平（2001）、朱炎(2002)
ら14が優れた業績を挙げている。一方、それらは概ね中国本土以外の東单アジア、香港、
台湾等を中心とした海外華僑財閥の経営形態や戦略を分析したものが多い。これは中国が
1949年の共産革命以降 1978年の鄧小平による单方講話＝改革開放政策への転換まで国営
企業中心の計画統制経済体制を執ってきたからであり、そこには我々資本主義世界におけ
る経営という概念は殆ど存在せず、勢い中国に対する研究は経済学すなわち中国経済に向
けられていた（古田 2005）。 
しかし中国の改革開放以降、（社会主義）市場経済の導入、国有企業の民営化、一部資
産の私有制化とそれに伴う急速な経済発展が引き起こした有望な市場性により中国企業の
経営や戦略に対し高い関心が示されるようになった。米国では 1997 年ペンシルバニア州
立大学ウォートン校が国際経営、経営戦略研究の第一人者 Ming-Jer Chen を招聘、Global 
Chinese Business Initiative を設立し、Chen は 1997 年から 2001 年まで Founding 
Director として関与、その研究成果を”Inside Chinese Business”(2001)に記している。
古田（2005）によると、香港大学商学院のチャイニーズ・マネージメント・センターの研
                                               
14 渡辺利夫『華人経済ネットワーク』実業之日本：1994 年、井上隆一郎『アジアの財閥と企業』日本経済新
聞社：1994 年、遊仲勲『世界経済の覇者・華人経営者の素顔』時事通信社：1995 年、王効平『華人系資本の
企業経営』日本経済評論社：2001 年、朱炎『アジア華人グループの素顔』ダイヤモンド社：2002 年 
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究対象は、一部海外華僑企業を含むが、多くは中国大陸企業研究に向けられている。また、
中国国内においても国営企業の民営化と私営企業設立の流れの中、90 年代後半頃から各地
に民営企業研究所が設立、早くはアモイ大学に家族経営研究所、広州中山大学に民営研究
所が、その後中国人民大学にも中国民営企業研究中心が設立された。アモイ大学研究施設
の名称が示すことからも解るとおり、中国における民営企業は家族企業を切り離すことが
出来ない点に気づかされる。この点は本項冒頭で挙げた先行研究すなわち、中国本土以外
の海外華僑財閥の特徴の 1 つとして指摘されており、歴史文化を共有する海外華僑（華人）
と大陸華人の経営マインドが接近しつつあることを示している。従って、海外華僑財閥を
題材に分析を行った華人経営のフレームワークに従って統一企業を分析することで「台湾
活用型対中投資」への視座の１つとしたい。 
 
 
3.2 華人経営の特徴と統一企業 
王効平は自身の関心領域（企業分析、国際経営比較）に即して考えると、「これまで華
人系資本に関する断片的な紹介や個別事例の調査研究はあったが、経営学的アプローチを
根底にした著書は皆無に等しく、もどかしさを感じていた。」という問題意識から『華人
系資本の企業経営』(2001)を著した。同書では①華人社会と華人資本全体の様態と発展動
向の追跡、②企業家精神に見る華人系資本の活発な企業活動の源泉、③コーポレートガバ
ナンス分析の視点からの華人系企業経営の特徴づけ、④華人系資本の財務構造分析⑤国境
を越えたネットワーク取引および産業組織関係の構築、⑥華人系製造業資本の競争力分析、
⑦アジア通貨危機の真因と華人資本への影響、という視点から分析を行っている。これを
受けて古田(2005)では華人経営の特徴を以下の 7 点に集約させている。a)伝統的な私的資
金融通と自己資本比率の高さ15、b)同族経営、c)不開示精神、d)企業家精神、e)多彩なポー
トフォリオ、f)短期投資回収、g)人間関係への傾注。以下統一企業についてこれら７点に
従って検証してゆく。 
 
 
                                               
15 古田（2005）では卖に「自己資本比率の高さ」とある。筆者一部修正。 
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a) 私的資金融通と自己資本比率の高さ 
中国の思想体系がほぼ完成されたと言われている春秋戦国時代（紀元前 770 年～同 221
年）以降今日までの中国は封建的な絶対君主（王朝、統治者・機構）が君臨する安定期と
戦乱・革命の時期を繰り返しており一般市民は常に弱者の立場にあり、この傾向は現代ま
で尾を引いている。16また、16 世紀当時明朝時代は永楽帝の命をうけた鄭和の大艦隊に代
表される世界最大の海洋帝国であった。しかしその後の欧米列強のアジア植民地化、アヘ
ン戦争の敗戦を経て華僑たちは“商人”から“苦力”へと立場を弱めていった。戦後東单
アジア各国独立後華人たちは当該地に帰化し経済復興の中枢を担ってきたが、それに伴う
原住民との経済格差から緊張と摩擦を生み出し、インドネシアやタイ等政変を契機に地域
の華人社会が弾圧されるケースが散見される。このような歴史的背景を踏まえ、常に弱者
であった事由から華人経営においては多くの場合、その資金調達を金融機関等に頼ること
ができず、「自分たちで工面（古田 2005）」すなわち自己資金で賄うことが中心となった。
王効平(2001)によれば、海外華人系企業は創業初期において商業・社会的信用がないため、
華人社会内の私的金融互助システム、例えば「無尽講」17や知人からの借金等を活用して
きたという。統一企業の創業者高清愿もこれにあてはまる。1966 年、それまで勤務した台
单紡績を離れ自ら紡績工場を買収した際は台单幇18以下彼の友人たちが買収資金を出資し
た。また、1968 年統一企業創業時の資本金（3,200 万台湾元）の株主 44 名の構成は①呉
修斉（高の従姉妹の夫。台单幇の一人、16 歳当時の高を雇い入れた経営者。）兄弟 12.5%、
②高およびその親族 9.69%、③候雤利（台单幇のリーダー格、台单で最初に繊維業に進出
し財を成した）とその親族 21.09%、④台单紡績時代の取引先、⑤台单紡績時代の同僚、
⑥その他高の友人たち、という記録が残っている（王 2007、P47-48） 
王(2001)によると 1996年から 1999年までの 4年間台湾製造業上位 1,000 社の自己資本
比率は平均 60%を維持、一方で日本の東証上場企業の平均自己資本比率は 1990 年台 10
                                               
16 1999 年筆者が中国広東省広州で勤務していた際、地元のトップ大学を卒業したエリート現地スタッフが将
来の夢として「海外移民」を挙げ、その理由として「党幹部子息等特権階級が存在し、機会の不公平に嫌気が
さしている。自分はその為に外資系企業でキャリアを積んでいる。」と語っていたことが象徴的である。 
17 参加者が同額の資金を拠出して基金を作り、自分が支払いうる利息（利率）をオファーする競争入札形式
により、最も高い利率を提示した参加者にこの資金の優先使用権が与えられるシステム。落札者は他メンバー
にオファーした利息を支払ってから残金を独占使用する権利を入手する。（王 2001,P92） 
18 幇とは中国で、経済的活動を中心とする互助的な団体。同業者によって組織される商業幇・手工業幇など
と、同郷出身者によって組織されるものとがあり、また秘密結社を指す場合もある（広辞苑）このケースは日
本植民地下台湾開発初期時代に台单一帯で紡績、繊維業等で財をなした企業家達を指す。 
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年間約 30%程度で推移しているという。統一企業においてもほぼ同様の傾向が見られ、自
力本願ビジネス志向性（古田 2005）が強く現れている。 
図表 3-5 
2003 2004 2005 2006 2007 2008
株主資本 42,075 41,313 43,590 46,628 63,231 56,992
資産・負債計 74,477 74,481 76,042 80,814 95,348 92,751
自己資本比率 56.5% 55.5% 57.3% 57.7% 66.3% 61.4%
（卖位：百万台湾元）
統一企業股份有限公司の自己資本比率推移
 
（資料）統一企業財務諸表より筆者作成 
 
 
b) 同族経営 
上記 a)で述べた海外華僑の歴史的背景、移民先での弱者的立場から、彼らにとって地縁
血縁関係が信用保証となり、ビジネスの相手は必ず信頼できる領域の人達と行う習性があ
った。その最たる存在が血縁者である。今日、取引関係にやたら血縁を持ち込む事のない
先進的華人達でも、一旦その企業所有と統治ということになると多くが同族経営の形態を
維持している（古田 2005）。香港の経済紙『亜州週刊』がアジア華人系企業上位 500 社
に対して行った調査でも 1997 年と 2000 年で、筆頭株主と会社代表が同一人物である企業
および明らかに同族支配の持株会社が筆頭株主で、経営者が創業者一族であったケースは
合計 339 社と 341 社とそのデータには大きな変化が見られず、華人系企業では同族経営が
一般的である事を示している。統一企業グループ中核会社統一企業股份有限公司において
は、筆頭株主である投資会社「高権投資股份有限公司」の代表人を統一企業の会長である
高清愿がつとめると共に親族が株主を構成し「同属支配」（王 2001）を果たしている。 
 
 
図表 3-6 
高権投資股份有限公司の主要株主
氏名 関係 持分
高清愿 本人 1.38%
高頼環 妻 15.42%
高秀玪 娘 59.84%
羅智先 娘婿 20.05%
(資料）統一企業年報2008  
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c) 不開示精神 
苦力のような厳しい環境に置かれた経験を経て華人の不開示精神は培われた。尐し儲け
れば税金で取られる。それ以上に儲け過ぎると社会的批判にさらされて排斥対象となる。
一般的に華人は警戒心が強く、よって企業内容を開示しない。（古田 2005）グループ中核
企業は上場企業なので制約はあるとはいえ、統一企業でもグループ内投資企業および純粋
持株企業をケイマン島やブリティッシュ・バージン島等タックス・ヘイブンに作ることで
出資者の秘匿性を確保し一部はオーナー一族が直接所有するもの上記間接所有部分を合算
したトータルでのオーナー所有持分割合についてはうかがい知ることができないし、これ
ら企業を介在させることで企業グループ全体の経営指標を外部社が把握することはほぼ不
可能に等しい。 
 
 
d) 起業家精神 
伝統的に華人は、小口資本で起業でき、回転・回収が早い商業・サービス業に集中しが
ちで、香港・マカオ・台湾でも家族卖位の貿易・流通業が大きなウェイトを占めて来た。
親戚関係を頼りに海外に移住した華人移民の多くは、植民地主義者が経営する鉱山や工場
の契約労働者として、または先に外国に渡り商業、飲食店、卸売小売等の事業を営む親類
のもとを頼って海を渡り、最下層の仕事に従事しながら独立する夢を抱きつつ、一部のも
のがその夢を実現させてゆくのである。これは（華人）移民特有の不安定な身分、祖国に
残した家族に経済的恩恵を与えるという立場、使命感が常に彼らを環境への挑戦に駆り立
てた（王 2001）。統一企業創業者高清愿のケースもこれに酷似している。幼尐時を貧困な
家庭で過ごした高は 13 歳で草履店へ丁稚奉公に出、16 歳で台单幇重鎮の呉納斉に拾われ
紡績業のキャリアを歩み始めた。呉の下で修業を積みその約 20 年後 37 歳で統一企業を立
ち上げた。 
 
 
e) 多彩な事業ポートフォリオ 
伝統的に日本は長子相続制と家督主義があり、富は集中して長子が相続しそれによって
家業が安定的に継承されることが社会的に極めて重要であった。一方中国の伝統的な相続
制度は均分相続制すなわち、遺産は子全員に均等に配分されるのである。これは血縁主義
 45 
 
に根差すもので、血縁を絶やさぬための手段である。事業を絶やさぬ為に長子相続制を執
った日本と富と血縁の継続が大事であって事業そのものではないという中国の対比が浮か
び上がる。事業ポートフォリオが多彩で脈絡がないという性向は多くの華人企業に見られ
る特徴といわれるが、この富と血縁の継続を最優先とする中国人の伝統的価値観に基づけ
ば関連性のない多彩な事業ポートフォリオを持つことで、産業構造の変化や一族で経営能
力の低い者が例えグループ内 1 企業を破綻させても「残りの血族＝企業は強かに生き残る」
という彼らにとっての合理性が担保される。台湾の調査機関中華徴信所が発行する『台湾
地区大型企業研究 2008』によると、統一集団グループ傘下企業合計 136 社の内訳は(1)農
産および食品業 9 社、(2)紡績業 1 社、(3)木・竹・藤製品業 1 社、(4)製紙業 1 社、(5)非鉄
金属 1 社、(6)電子通信機材 1 社、(7)電子 1 社、(8)光学精密機器 1 社、(9)電力 2 社、(10)
工程技術サービス 1 社、(11)卸売・小売 66 社、(12)ホテル・飲食 5 社、(13)運輸倉庫 11
社、(14)投資 10 社、(15)不動産 3 社、(16)割賦・リース 2 社、(17)専門技術サービス 2 社、
(18)貿易 2 社、(19)保険および保険代理 1 社、(20)証券業 4 社、と多岐にわたっており多
くの華人財閥企業集団と同様のビヘイヴィアを見せている。これは台湾という島国、限ら
れた市場規模の下、食品業という内需型産業に従事する統一にとって市場飽和後もグルー
プとして成長を維持する為の戦略としては当然の帰結であっただろう。 
 
 
f) 短期投資回収 
一般的に投資回収は 3 年、それで回収できないとビジネスではない、とよく華人経営で
は言われることがある。歴史的に不安定かつ弱者として置かれた海外華僑の環境から長期
的な事業継承が出来ないことを想定しサービス、軽工業加工製造業を中心に身軽な投資を
して短期間回収を常識にしていることは確かである。（古田 2005）この点について高清愿
はある雑誌インタビューに対し、「欧米にも優れた企業があるが、統一企業グループが日
本企業と組むケースが多いのは経営に対する時間軸が似ているからだ。経営ノウハウがあ
っても新天地で事業を軌道に乗せるのにはある程度の時間が必要。しかし、欧米企業は株
主を意識して短期間で成果を求めてくるし、経営者も短期間で代わってしまう事が多いが
日本はそれほどでもない。だから経営者同士の長年の信頼感から新しい事業も生まれてく
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る。」19と語っており、古田(2005)で明示されている、「華人経営の投資は短期間回収を
常識としている。」からは一線を画している。 
 
 
g) 人間関係管理への傾注 
若林（2000）は、日本、中国、台湾の企業で働く管理職の管理スキルの発揮パターンと
ビジネス・プロセスとの関係について比較検討した。それによると、4 つのビジネス局面
に対忚したビジネススキルをサンプル調査にて因子分析し対忚させ（①問題発見と戦略決
定プロセス→事業革新スキル、②問題解決へ向けた人的資源の組織化・動員プロセス→集
団効果性スキル、③問題解決局面の過程から生ずる集団内葛藤や人間関係軋轢の調整（人
間関係管理）プロセス→対人管理スキル、④成果達成プロセス→成果形成スキル）し、日
本・中国・台湾の管理職が日常業務においてそれぞれのスキルをどの程度の頻度で活用し
ているかを比較した。その結果、台湾・中国の管理職は対人管理スキルを多用する一方事
業革新スキルはあまり積極的に使っていな一方で日本の管理職は他のスキルに比べて事業
革新と集団効果性スキルをより頻繁に活用していることが判明した。また、特に台湾企業
の管理職は組織化のスキル（チームワーク）を重視する、という結果を得た。下記グラフ
を見ても分かるとおり、日本人・華人の管理スキルが相互補完関係を示しており、特に台
湾人の管理職が中国のそれと比べチームワークを重視する点において日本的職業価値20と
の親和性が非常に高いと言えよう。また、統一企業集団総裁の高清愿自身も人間関係管理
の重要性を説いており、管理職は部下がミスを犯した時はその部下と同じ心理状態と視点
をイメージしミスが発生した背景を把握した後、処分が必要な場合はその部下の尊厳を決
して損なってはならない。優秀なリーダーが行わねばならない事とは、ひとえに部下との
良質なコミュニケーションを通じ上司部下の相互が信頼しながら働ける環境をつくる事で
ある。（王 2007）としている。 
                                               
19 日経ビジネス 2008 年 4 月 21 日号 p37 
20 Yasuyuki Sai, The Eight Core Values of the Japanese Businessman.(International Business Press, 
1995 から抽出しており、それらはグループ・アイデンティティ、チーム精神、意思決定、調和と忠誠心、学
習志向/完璧主義である。（古田 2005） 
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図表 3-7 日本、中国、台湾企業管理職の管理スキル活用度 
 
（資料）若林、陳、黄（2000） 
 
日本管理職 中国管理職 台湾管理職
戦略思考 46.4% 適切な人材活用 56.3% チームワーク 56.1%
問題発見 41.6% 戦略思考 49.8% 技術的専門性 47.5%
計画的行動 37.1% 品質管理 46.5% 適切な人材活用 41.7%
意思決定 35.5% 利潤管理 39.8% 顧客ニーズへの感受性 35.3%
革新性 32.4% 砲兵処理 32.5% 戦略思考 30.2%
（資料）若林、陳、黄(2000)
図表3-8：　日本中国、台湾管理職が選んだ最重要スキル（上位5つ）
 
 
 
 
3.3 本節のまとめ 
ここまで見て来たとおり、統一企業においても華人経営のフレームワークに当てはまっ
た経営、企業統治をおこなっていることが良く解る。これは実質創業者オーナーである高
清愿は台湾生まれであるが、祖籍（先祖が台湾渡来前に居住していたところ）は福建省漳
州であり、チャイニーズのメンタリティがしっかりと体内に刻み込まれているからであろ
う。一方で唯一、経営の時間軸が長い、という日本式経営と同様の価値観を示した部分も
あった。これは幼尐期を日本植民地時代に過ごし、当時の日本式教育を受けた影響も尐な
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からずあると考えられる。もう 1 つの要因として、台湾での創業当初から日清製粉の技術
指導を受ける等日本企業との接点が多く、従って、日本企業からの影響を受けた結果とし
て長い時間をかけて事業に取り組む姿勢が身に着いたのかもしれない。日本企業から見る
と、まさに、日本式経営への受容性ある華人経営企業体である、と言えよう。 
 49 
 
第四章 まとめ 台湾活用型対中投資の構造と
ベネフィット 
ここまで第 1 章で日本企業の中国における直接投資の変遷、変化する中国市場と変わら
ぬ日本企業にとっての中国進出の難しさについて、第 2 章ではそのソリューションの 1 選
択枠として極めて有効な「台湾活用型対中投資」について時代の変遷に伴う日本企業と台
湾企業のアライアンスの変化、先行研究のレビューによるその意義と限界について検証を
行った。そして第 3 章では「ローコストオペレーション型輸出用製品生産基地」から「現
在世界で最も有望な消費市場」へと変貌しつつある中国において、BtoC 製品・サービス
を積極的に日本企業と協同し展開する統一企業グループを題材に取り上げ、台湾企業の持
つ経営ダイナミズムについて検証を行った。本章では先行研究に更に補足する形で日本企
業に対し「台湾活用型対中投資」の持つベネフィットの構造について、華人の一員である
台湾人・台湾企業が第 3 章で言及した華人経営の強みを保持しながらも日本人・日本企業
との親和性を持ち合わせている、ということをデータによる実証研究と国際アライアンス
理論のフレームワークに沿った形で提示することとしたい。 
 
 
第1節 日台アライアンスの永続性に関する実証研究 
1.1 調査の目的と方法 
（１） 調査の目的 
中国乃至中華圏でビジネスを行う、もしくは華人とビジネスを行う際にこれら華人側の
秩序と認識枠組を理解し対忚する事は重要である。第 3 章で華人経営の特徴の１つとして
短期的な投資回収を挙げた一方で、台湾企業の代表格である統一企業のケースを通じ典型
的華人企業とは“似て非なる”側面を台湾企業が持ち合わせていて、それが日本企業への
ベネフィットにつながる可能性がある、と筆者は考えた。これが経営の永続性についての
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概念である。長谷川（2002）は、日本企業にとっての海外での事業展開は欧米企業に比べ
歴史はまだ浅く、1980 年代半ば以降急速に海外展開を行い、企業の資源不足が深刻化し
90 年代に入ってからそれら国際化戦略を大幅に見直し多額の損失を計上した海外事業を
整理した、としている。そしてこれは、1980 年代後半の企業の海外進出が、十分な能力も
ないまま安易に進められてきた状況証拠で、90 年代初頭の日本の対外直接投資の激減は、
企業が国際化の実態を自らの背の丈に引き戻す、国際化の実態と能力のギャップを埋めよ
うとする企業行動であった。しかしながら、国際化に必要な経営資源を他社から補完する
ことができれば、経営資源の補完を通じて国際化の能力レベルアップをはかることで、国
際化の実態との間のギャップを積極的に埋めてゆくことが出来る、としている。そして、
このような状況下に身を置くことで自社の経営資源を他社が持つ資源と組み合わせること
で、１）開発のスピードアップ、２）コストとリスクの削減、３）不可欠なインプットの
獲得、４）ユーザーの獲得、５）異質な組み合わせによる相乗効果が期待されそれによっ
て社内の資源蓄積だけで独自にイノベーションを行う状況に比べ到底得られるはずのない
成果を持ち帰る可能性が出てくる、としている。これら“ユニークな優位性”を獲得する
には相忚の学習期間が必要であり、日台アライアンスが他の選択枠に比べ日本企業にとっ
てこれら学習時間を得やすい環境にある、ということを実証する。 
 
（２） 調査の方法 
① データ１．在中国日系企業の消滅事例データ 
本調査では、東洋経済新報社が発行する『海外進出企業総覧（国別編）』に掲載されて
いるデータをもとに行った。同誌は、進出国別に日本企業が出資している海外現地法人
（2009 年版では 2 万 1,548 社）を収録し、世界各国・地域に展開する日系現地法人の把
握・分析や海外投資戦略の全容を探るために、またマーケティング調査などに幅広く活用
されている。同書「国別にみた現地法人数（進出年次別）（１）全産業」(2009 年度版 pp1840)
によると、2008 年末現在での中国における日系企業現地法人社数は 5,015 社で、これは日
本企業による出資比率（現地法人経由も含む）の合計が 10%以上の現地法人を対象に集計
しやものである。筆者は同書の過去 10 年間、2009 年度版～2000 年度版、すなわち、1999
年 1月以降 2008年 12月までに撤退または被合併により消滅した在中国日系現地法人全件
を抽出し、①業種、②出資形態、③存続期間で分類を行い、図表 4-1 形態の管理シートを
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作成した。出資形態については下記図表 4-1 のとおり、独資 5 通り、合弁 5 通りの計 10
パターンに識別、この中で４．日本企業の台湾子会社卖独出資９．日台合弁型（台湾企業
には日系企業の台湾子会社も含む。また、台湾企業がケイマン諸島や英領バージン諸島等
いわゆるタックス・ヘイブンに開設した企業も含む）による中国現地法人を「台湾活用型」
と認識している。本調査では「台湾活用型」に対比させるカテゴリーとして、図表 4-1 の
２．（日本企業の在中国子会社 100%出資により設立された中国現地法人）７．（日本企
業と中国企業 and/or 在中国日本企業の子会社の合弁により設立された中国現地法人）を
「中国活用型」と呼称する。 
 
 
図表 4-1 撤退企業管理シート 
合計 平均寿命（単位：ヶ月）
1 日本
2 中国
3 香港
4 台湾
5 その他
合計 平均寿命（単位：ヶ月）
6 日本
7 中国
8 香港
9 台湾
10 その他
日・台活用型（４+９）合計
日・中活用型（２+７）合計
*独資の定義は日本企業もしくは日本企業が１００％出資して設立した（海外）子会社
*合弁の定義は日本企業と各該当地に当期された企業（日系・非日系を問わず）との合弁会社
*合弁相手が複数かつ他国籍にまたがる場合の仕分けルール
１）台湾籍企業が出資比率１０％以上入っていれば「台湾」に分類（在中国企業の出資割合も確認する）
２)　合弁相手の内、最大出資比率企業の国
３）日本企業との関係性がより深いと判断される（地元国で既に合弁・提携関係にある等）企業の国
４）上記１～３が不明な場合は原則「中国」
独資
合弁
撤退年度：
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② データ２．在台湾日系企業消滅事例データ 
次にデータ①と比較する為に、東洋経済新報社が発行する『海外進出企業総覧』に掲載
されているデータをもとに撤退または被合併により消滅した在台湾日系現地法人の抽出を
行い、１．日本企業の卖独出資による台湾現地法人、２．日本企業と台湾企業の合弁によ
る現地法人の 2 通りに分類した。その際、進出時期の時間差を勘案すべくデータの採取期
間を現存する最も古いデータにさかのぼり、1997 年 1 月から 2006 年 12 月までの 10 年間
とした。 
 
1.2 調査結果 
（１） データ内容 
上記(2)①、②データの概要は以下のとおりとなった。 
a) 日系企業中国現地法人における消滅事例（1999 年 1 月から 2008 年 12 月まで）･･･計
485 社 
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 図表4-2　日本企業の中国現法、撤退・被合併内訳
社数 操業期間 割合
1 日本 158 78 32.6%
2 中国 2 77 0.4%
3 香港 13 95 2.7%
4 台湾 1 44 0.2%
5 その他 4 106 0.8%
社数 操業期間 割合
6 日本 19 95 3.9%
7 中国 246 109 50.7%
8 香港 17 119 3.5%
9 台湾 10 91 2.1%
10 その他 15 90 3.1%
（資料）『東洋経済新報社　海外進出企業総覧』各年度版
より筆者作成
(注）
台湾活用型対中投資は上記（４+９）合計の11社
中国活用型対中投資は上記（２+７）合計の248社
*独資の定義は日本企業もしくは日本企業が１００％出資して設立した（海外）子会社
*合弁の定義は日本企業と各該当地に当期された企業（日系・非日系を問わず）との合弁会社
*合弁相手が複数かつ他国籍にまたがる場合の仕分けルール
１）台湾籍企業が出資比率１０％以上入っていれば「台湾」に分類
２)　合弁相手の内、最大出資比率企業の国
３）日本企業との関係性がより深いと判断される（地元国で既に合弁・提携関係にある等）企業の国
４）上記１～３が不明な場合は原則「中国」
独資
合弁
撤退年度：1999年1月から2008年12月まで合計485社
（卖位：社数＝社、操業期間＝ヶ月）
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b) 台湾現法における消滅事例（1997 年 1 月から 2006 年 12 月まで）･･･計 160 社 
 
図表4-3　日本企業の台湾現法、撤退・被合併内訳
社数 操業期間 割合
1 日本 65 179 40.6%
2 台湾 95 148 59.4%
（資料）『東洋経済新報社　海外進出企業総覧』各年度版
より筆者作成
（卖位：社数＝社、操業期間＝ヶ月）
独資
合弁
撤退年度：1997年1月から2006年12月まで合計 160社
 
 
（２） 調査結果分析 
a) 尐ない「台湾活用型対中投資」現地法人の消滅比率 
 
第二章で述べたとおり、2009 年 6 月時点で 415 社の台湾活用型対中投資事例が確認さ
れており、東洋経済新報社『海外進出企業総覧 2009 年版』による在中国日系現地法人数
5,015 社に占める割合は 8.3%である。時間の制約上、この 5,015 社の出資構成調査と分類
および台湾活用型の洗い出しは叶わなかったが、この『海外進出企業総覧』各年度版にお
ける過去 10 年間に渡る日系企業中国現地法人の消滅（撤退もしくは被合併）事案に占め
る「台湾活用型対地投資」事例は、筆者が確認できたベースで 11 社であった。これは全
件 485 社に対する割合は 2.3%となり、存続企業ベースのシェア 8.3%に比べ圧倒的に低い。
（図表 4-2 参照） 
 
b) 長い台湾企業との合弁期間 
 
次に中国および台湾における合弁形態別の操業期間＝存続期間を同様に日系企業の消
滅（撤退もしくは被合併）事案をもとに検証する。図表 4-2 の 6 番（日本企業同士の合弁
による中国現地法人）、7 番（日本企業と中国企業の合弁による中国現地法人）、8 番（日
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本企業と香港企業の合弁による中国現地法人）、9 番（日本企業と台湾企業の合弁による
中国現地法人）、10 番（日本企業と前述以外の国・地域にある企業で台湾系資本が入って
いる企業を除く、と合弁による中国現地法人）、図表 4-3 の 2 番（日本企業と台湾企業の
合弁による台湾現地法人）がそれぞれ合弁形式による現地法人となるが、この中で図表 4-3
の 2 番、台湾における日本企業と台湾企業の合弁パターンの操業期間が平均 148 カ月で他
のパターンに比べて圧倒的に消滅までの操業期が長い、ということがわかる。 
 
c) まとめ 
 
上記 a）および b)のデータ分析結果から、日本企業にとって台湾企業との合弁による現
地法人経営は撤退リスクが低く、かつ、一般的華人経営の特徴である短期的な投資回収と
は一線を画した、永続性を念頭においた企業経営が実現出来、他の合弁選択枠に比べて本
章冒頭に述べた“ユニークな優位性”を得るための学習期間を手に入れやすいものと思料
する。 
 
 
第2節 台湾活用型対中投資の構造とベネフィット再考 
2.1 はじめに：戦略提携理論に見る日台アライアンス 
前項における実証研究を通じ、日本企業にとって台湾企業とのアライアンスは他の選択
枠に比して撤退リスクが尐なく永続性を担保した協同関係を築くことが出来るというベネ
フィットが存在することを確認した。この成果を足がかりに戦略提携理論のフレームワー
クに則り日台アライアンスの特徴を検証し台湾活用型対中投資の構造とそのベネフィット
について解明を進めてゆく。 
そもそもアライアンス＝提携とはどういう意味か。広辞苑によると「手をとりあってお
互いに助けること。協同して事をなすこと。」とある。Inkpen(2001)はアライアンスとは”
2 つ以上の組織体が共に 1 つのタスクに取り組むこと”と定義づけている。双方の様々な
経営資源を持ち寄ることにより事業パートナー同士が自社卖独では為し得ない付加価値を
創造することが可能となり、自社の知的財産や経営資源を外国企業のこれら経営資源と組
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み合わせることによって、大きな価値を生み出すことが出来たとしたなら、国境を越えた
提携は企業にとって魅力的な戦略になる。 
国際的な企業同士の提携自体は最近に始まったものではない。ライセンス供与や販売・
生産・技術提携、あるいは合弁事業など従来も見られた。しかし、1980 年代後半に入って、
その数が急増すると共に特性が変わり、高い戦略性をもつものになった。竹田(2007)はそ
の背景として次の 2 つの要因を挙げている。 
まず 1 つは、市場のグローバル化である。消費者が求める製品やサービス、ソリューシ
ョン（問題解決）や消費習慣がどの国や地域でも同じような傾向を持ち始め、世界市場が
同質化し、その結果として、大規模かつ標準化された消費材のグローバル市場が出現して、
生産・販売・流通などの面で規模の経済を利用できる分野が増えた。海外企業とのアライ
アンスが急増したもう 1 点の理由は企業のグローバル化である。市場のグローバル化に対
忚するために、企業の側も、グローバル規模のネットワークで均質な製品やサービスを供
給することを求められる。顧客のニーズに対忚するために必要な知識は複雑かつ高度にな
り、しかもその革新は速く、伝播するスピードも加速する。こうした知識を生み出すコス
トは巨額にのぼるが、これを回収できない可能性もあり、リスクは大きい。新製品を開発
して市場に投入した場合、どのようにしてマーケット・ポジションを確保して投資を回収
するか、その絶対的なスピード、また、他社に先駆けてこのサイクルを立ち上げる相対的
なスピードが求められる。 
また、日本企業の中国進出という文脈でこの問題を考えた場合、上記に述べたグローバ
ル化の影響以外に、政治体制・民族性・商習慣の違い・中国側の内的秩序と認識枠組みの
文脈上で顕在化している言動行動（古田 2004）の真相を理解する手立てという中国特有の
ファクターが欠かせない要素となってくる。グローバル展開を行っている一部のトップ企
業以外で自社の経営資源のみに依存してこれら問題に対忚することは至難の業である。他
社が有する最適な経営資源を利用すること、またその知的資産にアクセスしてこれを手に
入れる事によって、自社の能力を高める手段が必須になった。 
しかし、その一方で歴史や経験により蓄積された暗黙知や技能、ノウハウなどはそれぞ
れ企業に特有なもの、もしくはその企業に所属する社員固有の資産として可視化あるいは
貨幣価値に換算して売買を行う市場が整備されている環境にはなく、これら無形資産はお
金を払ってすぐ手に入るものではない。こうした他社の知的財産・無形固定資産を自らの
手の内にする方法として考えられるのは、このような資産を有する企業を買収することで
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ある。しかし、往々にして対象とする知識以外のものまで購入せざるを得ない可能性に直
面したり、買収前に期待していた知識・経験をターゲットとしていた社員が当該企業を買
収してみたら期待する知識を持ち合わせていなかった等さまざまなリスクが想定される。
自社による人材開発、マーケットでの取引、買収などでは手にする事ができないベネフィ
ットを手にするためには新たな戦略手段が必要になり、登場したのが国際間の戦略提携で
ある。（竹田 2007) 
安室(2008)は戦略的提携を理解するために有用な主要理論として、内部化理論（取引コ
スト経済学）、資源ベース戦略理論、知識理論の 3 つを挙げている（図表 4-4） 
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図表 4-4 戦略的提携に関係した主要理論 
 
理論 基本的主張点 提携との関連性 
内部化理論 取引コストの最小化 
市場と階層組織のうち、もっと
も効率的な形態を選択する。 
資産特殊性が重要性を持つよ
うな市場の失敗がある場合、階
層組織が選択される。 
戦略的提携が最も効率的な形
態と見る。 
合弁は準内部化の発露。 
資源ベース戦略理論 ユニークで稀尐性が高く模倣
困難な資源の束を保有してい
るかどうかで競争優位性が左
右される。そのような資源を十
分に利用し、企業の資源ベース
を構築することが重要。 
戦略的提携を通じて、自己に欠
落している資源を獲得したり、
自己が保有している資源を補
完したりする。資源蓄積が重要
である。 
知識理論 知識創造はイノベーションを
もたらし、それが競争優位性に
つながる。組み合わせ能力を使
った学習が重要である。 
戦略的提携を通じた学習、パー
トナー間の知識移転と知識の
内部化、知識移転の過程で専門
能力を構築する。 
（資料）安室（2008）より引用 
 
 
 
長谷川（2002）によると、従前の海外直接投資に関する理論モデルが Hymer(1960)に
端を発する経営資源の優位性の利用という側面からのアプローチであったのに対し、異な
る国に立地する拠点間の取引を効率化して、付加価値を最大限確保する道具として直接投
資をとらえようとする考え方が取引コスト経済学に基礎を置く内部化モデルである。
Inkpen(2001)によると、取引コスト経済学に基づく戦略提携理論においては、何故企業が
外部との取引や内製化、買収・合併という選択肢ではなく、アライアンスを選択するのか
について Williamson(1975,1981)を引用し、市場と階層企業（＝企業）とは一連の取引を
 59 
 
完結させるための代替的手段であり、それらの取引が市場を通じた企業間取引でなされる
のか、あるいは一企業内部でなされるのかは、各企業の相対的効率性によるものだ、と述
べている。安室(2008)はホフマンら（2001､pp133）をもとに、もし提携企業の機会主義的
行動のリスクが高く、各社の利害を防衛するためにかかる費用が高くつく場合、とくに資
産特殊性が高い場合、それらの経済活動を 1 社内部に統合することに価値があるとし、企
業が取引コストを最小化するためには完全所有形態が有効であるが、その一方で、もし企
業の経済活動を統合するコストが想定しているシナジー効果と比べて高くつき資産特殊性
も中程度である場合、戦略的提携が取引コストの観点から見て最も効率的な組織形態とな
る、と論じている。この点について、本論の主な対象と想定している日本の中堅・中小企
業という観点から捉えると、例え提携企業を買収して統合することが最小の取引コストを
実現出来ると想定されたとしても自社の限られた経営資源、資金調達力の範囲では叶わず、
提携という選択肢が実現可能な範囲で最も効率的であるであろうという点も付け加えてお
く。 
次に資源ベース戦略理論であるが、竹田（2007）では、1990 年代に入って、ハメル＝
プラハラドは資源ベース戦略論、なかでもコア・コンピタンスの概念を拓いて、その一環
として提携戦略について論じた。ここでは既存の技術や製品市場におけるマーケット・シ
ェアをめぐる今日の競争戦略と、コア・コンピタンスを活用してこれから拓いてゆく未来
の市場を巡る競争を区別して、企業が成長するためには、後者の戦略が重要であると主張
する。こうした視点に立って、未来への扉を開く提携こそ真の戦略提携であるとして、自
社のコア・コンピタンスを構築するための提携、あるいは新しい国際標準を確立するため
の提携が重要である事を、また、ハメル＝ドーズ（2001）は、戦略提携のベネフィットは、
従来から考えてきたような卖純なコストベネフィットよりも、これまでとはまったく異な
る組織間で、複雑なスキルを提供し合い、相互座用を進めていくことによって価値が生み
出される状況においてその成否はそれぞれのパートナー間でコスペシャライゼーションが
成功するかどうかにかかっているため、その努力に見合った成果が得られるかを予測する
のは不可能であり、そのような価値を創造したか、価値の蓋然性についての戦略的な評価
の方が適切である、としている。また、バーニー（2003）は経営資源の観点から企業の強
みと弱みの分析”VRIO フレームワーク“を提示した。このフレームワークは、企業が従事
する活動に関して、①経済価値（value）、②稀尐性(rarity),③模倣困難性(inimitability),
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④組織(organization)に関する問いを発し、それに対する答えによって当該企業の経営資源
が強みなのか弱みなのかを判断できるとしている（図表 4-5） 
 
 
図表 4-5 企業内部の強み・弱みを資源に基づいて分析する際に発す 4つの問い 
 
1. 経済価値に関する問い 
その企業の保有する経営資源は、その企業が外部環境における脅威や機会に適忚する事を可能に
するのか。 
2. 稀尐性に関する問い 
その経営資源を現在コントロールしているのは、ごく尐数の競合企業だろうか。 
3. 模倣困難性に関する問い 
その経営資源を保有していない企業は、その経営資源を獲得あるいは開発する際にコスト上の不
利に直面するだろうか。 
4. 組織に関する問い 
企業が保有する、価値があり稀尐で模倣コストの大きい経営資源を活用するために、組織的な方
針や手続きが整っているだろうか。 
(資料)バーニー(2003、岡田正大訳)pp250 より引用 
 
 
ごく尐数のグローバル大企業を除き、国際企業間の競争において他を圧する優位性を保
持し戦略を立案・実行する際に必要とされる経営資源、コア・コンピタンスを持ち、上記
4 つの問い全てに YES と答えることは稀有であろう。例えば中国の上海地区に競争優位な
物流網や情報網を持ち、中国人従業員を効率的にマネージできる組織を有する統一企業が、
ダスキンと合弁によりの高品質で他の中国企業では真似のできないテイストに仕上げたド
ーナッツを製造販売すると言ったように、ユニークで他社が模倣困難な資源展開を狙って
いる企業は、そのような資源を保有しているパートナーと提携関係を模索する。要するに、
資源蓄積が戦略的提携を導く主要因の１つと考えられる（竹田 2007）。 
資源ベース戦略理論は更に知識理論へと広がりを見せている。Inkpen(2001)はアライア
ンスを通じた組織的学びは、組織の動機づけや進化プロセスに発展するからで、アライア
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ンス経営という観点からまずはじめに議論されるべき問題としている。アライアンスはパ
ートナーのナレッジに接する事を通じ、組織に関する学習を行うというプラットフォーム
を提供してくれる。アライアンス業務を双方で分担することで相互依存体制が構築され、
問題解決手法、アライアンス事業の成果管理等についてパートナーを通じて学習すること
が出来る(Inkpen,1996)。グラントら(Grant and Baden-Fuller,1995)によると、将来にお
いて必要とされる知識について不確実性が高いほど、知識獲得に動機づけられた提携のメ
リットも大きい。（竹田 2007） 
Inkpen(2001)は企業の戦略提携に関する主な論点とリサーチ・クエスチョンを抽出・分
析している。事項以降この論点に沿って日台アライアンスの構造とベネフィットについて
解明を進めてゆく事とする。 
 
 
2.2 ベネフィットその１：提携の目的 
Inkpen(2001)は“合作の目的(Collaborative objectives)”として 
 
① 事業パートナーを得る 
② 規模の経済におけるベネフィットを享受する 
③ リスク軽減と経営の安定化 
④ 正統性を手にする 
⑤ 他社の知識や能力にアクセスする 
 
という 5 つの可能性があるとしている。アライアンスはそれに携わる双方にとってベネフ
ィットがなければ存続することはない。従ってこの 5 つの可能性を日台アライアンスに当
てはめた場合も同様となろう。例えば上記②、③については日本側、台湾側の企業規模や
経営資源の多尐、合弁企業に対する出資比率等パートナーシップのイニシャティブをどち
らがどの程度執るかに拠る側面が大きい。本論文においては上記①、④、⑤について日台
アライアンスにおいて特有のベネフィットもしくは負のベネフィットについて日本・台湾
双方から光を当てて考察する。⑤については下項 2.3「ベネフィットその２：学習機会」
で言及する。 
 62 
 
①事業パートナー 
今日のめまぐるしく変化するビジネス環境下において急増する合作の目的は「スピー
ド」である。新規事業を行うに当たり、企業は内製化により事に当たるのかアライアンス
で対処するのか選択を迫られ、多くの企業が戦略の早期実行を理由としてアライアンスを
選択する。Inkpen(2001)は例示として、今日中国においては外資規制緩和が進み多くの産
業で独資による参入が許されている状況にあるが、卖独での中国市場参入はアライアンス
より時として市場対忚等のスピードが遅くなる、従ってアライアンスを選択するケースも
多い、としている。ここで、「いったい誰とアライアンスを組むのか」に注目したい。
Inkpen(2001)の文脈からは当然ながら進出マーケットである中国企業とのアライアンス
を想定していると思われるが、日本企業にとってこれはベネフィットと成りえるのか検証
してみたい。図表 4-2 のとおり、過去 10 年間において日本企業が中国企業とのアライア
ンスで撤退もしくは被合併によりその合弁企業が消滅したケースは 246 社で、中国に進出
した日系企業全体に占める割合は 4.47%となる。21約 5%近くの確立で消滅してしまう事業
体への投資・資金支援は非常に難しい。図表 4-5 は松村（2003）による 1996 年から 2000
年までの日本の都市銀行の貸倒率を示したものである。 
 
第一勧業銀行 1.44% 三 和 銀 行 1.07%
さくら銀行 1.18% 住 友 銀 行 1.91%
富 士 銀 行 1.07% 大 和 銀 行 1.77%
東京三菱銀行 1.27% 東 海 銀 行 1.24%
あさひ銀行 1.13% 都 銀 合 計 1.32%
(資料）松村勝弘『バブル崩壊後の日本の銀行の収益力分析』
図表4-5 1996-2000年度平均の都銀の貸倒率
（注1）（貸倒引当金繰入額＋貸倒償却）÷貸出金合計。
立命館経営学（2003年3月第41巻 第6号）より引用  
 
上図からも解るとおり、日中合弁企業の消滅比率 4.47%＝貸倒率と置き換えると都市銀
行平均貸倒率 1.32%を 3 倍以上上回る数値となる。銀行側からの視点で考えればプロジェ
クトベースで中国企業とのアライアンスによる中国進出は通常の事業の 3 倍以上リスクが
高いプロジェクトであり、事業収益で貸出金返済というスキームには忚じ難く、貸出金を
保全する担保や保証がない限りは融資することは不可能に近い。高リスクであること、従
                                               
21 東洋経済新報社『海外進出企業総覧』ベース。2008 年 12 月末時点で、在中国日系企業総数は 5,015 社、
1999 年から 2008 年まで累計消滅現地法人数 485 社。246/(5,15+485)=約 4.47％となる。 
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って金融機関の支援が得にくいと予想され、その為には担保等多大な経営資源を投入する
必要に迫られる等付帯コスト発生リスクが考えられる。これは企業価値向上への足枷とな
り、従って間接金融に依存する割合が高い中堅・中小企業にとって中国企業とのアライア
ンスによる対中進出は取り難い選択肢になると考えられる。 
 
 
④正統性 
Inkpen(2001)は、マイクロソフト社が多数の小規模ソフトウェアハウスと提携関係を持
ち、その事が小規模ソフトウェアハウスにとって重要な業界における正統性を生み出して
いる、という事例を引き合いに出し、企業がアライアンスパートナーを物色する際、パー
トナー企業の風評を最大限に利用しようというインセンティブから、有名企業もしくはあ
る一定のステイタスが確立している企業の中から提携相手を選ぼうとする場合がある、こ
れは小規模企業が大企業との関係作りを行うときに広く行われている、と述べている。伊
藤(2006)は、台湾企業にとって「台湾活用型対中投資」の魅力の 1 つとして日本企業の持
つ技術力・品質管理能力・ブランド力を挙げており、その根拠を、台湾企業の場合
ODM/OEM メーカーが多く、一般的にいって自社ブランドの構築は日本企業と比べ遅れて
いるからだとしている。これは台湾企業が中国市場攻略のツールとして日本企業のもつ“正
統性”即ちここでは技術力・品質管理能力・ブランド力を求めている事例を 2 点紹介する。 
まず第 1 点は高清愿統一企業集団総裁の雑誌インタビューでの発言である。高は中国で
のキッコーマンとの醤油製造販売合弁事業について、「日本の技術は中国で必要、醤油の
技術は統一よりキッコーマンの方が優れている。研究を重ね、良い製品を出す技術は、台
湾は日本と絶対に競争できない。日本の商品改良の技術は武器になる。技術に裏打ちされ
た、世界の名の通ったブランド力、これは中国市場で販路を広げるうえでは大きな武器と
なる。なぜならば、債権回収が難しい中国国内での販売取引においては強いブランドを持
っていれば相手も現金で買いに来る。」と語っている。22もう 1 点は埼玉県の某菓子メー
カーの事例である。当社は洋菓子・和菓子を自社ブランドで製造販売する一方、一部洋菓
子を OEM 生産し都内の一流ホテルや大手コンビニエンスストアの PB(プライベートブラ
ンド)商品として供給する中堅メーカーだが、過日何の前触れもなく突然に頂新国際グルー
                                               
22 日経ビジネス 2003 年 1 月 20 日号記事より 
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プのトップが当社を来訪し当社製品の中国展開についてオファーをしたそうである。頂新
国際グループは、台湾中部でひまし油などを製造・販売する中小企業であったが、1988
年中国に進出、92 年から開始した即席麺の製造・販売で大成功を収め、それを梃子に事業
を拡大し、中国で一大食品メーカーに発展した企業グループ、2005 年時点で中国における
中核事業会社の売上高は 18.5 億米ドル、即席麺市場でシェア 1 位、サンドイッチ・クラ
ッカー市場でシェア 2 位（伊藤 2006）という企業グループである。洋菓子会社社長によ
ると頂新グループのトップがたまたま来日中にコンビニに立ち寄った際、PB 商品のバー
ムクーヘンに目が止まり、製造工場（企業）を探し当ててやってきた、との事である。23こ
れら事象を通して、台湾企業が中国市場を展開するにあたって、日本企業の技術力・品質
管理・ブランド力を求め、そこに正統性を見出していると考察される。 
 
 
2.3 ベネフィットその２：学習機会 
提携先パートナー企業および従業員が有する経営資源の活用はアライアンスから得ら
れる重要なベネフィットである。日本企業が中国市場にアライアンス形式で進出を検討す
る場合、特に第 1 章で述べた、日本企業が変わらず抱える中国事業展開における経営上の
問題点①「人事・労務」の問題、②「政府機関との関係」、③「法・政策の関係」を中心
に中国事業における経営資源を有するパートナーと事業展開上の補完関係を築こうとする
であろう。これに対し「学習」とはパートナーの有する知識やノウハウの吸収・獲得を意
味している。海外展開に必要な知識・ノウハウの吸収やグローバル事業に必要なコアとな
る資源の獲得などがこれに含まれ、（茂垣 2006）知識が企業の競争優位の源泉であること
が主張される(Corner and Prahalad,1996; Grant,1996)。企業間に知識の差（非対称性）
があるために、企業間強調を行う事で知識を交換したり補完的知識を取り込んだり、さら
には新しい能力を創造するといったベネフィットを得られる(Hoffmann and 
Schaper-Rinkel,2001)。また、将来において必要とされる知識について不確実性が高いほ
ど、知識獲得に動機づけられた提携のメリットも大きい。（安室 2007） 
                                               
23 筆者ヒアリングによる 
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Inkpen(2001)は、企業がアライアンスを通じて学んだ知識は（暗黙知で可視化すること
が出来ない資産であるが故：筆者注）アライアンス契約の枠を飛び越えて自社内に内部化
し取り込む事が可能で、その新たな知識を引っ提げて新たな地域への市場参入あるいは新
たなプロダクツの開発が可能となり、この潜在的に有用な知識はアライアンスを行う事に
よって初めてアクセスすることのできる知識である、と指摘している。例えば、ある日本
企業が上海地区で台湾企業とアライアンス事業を行った後、そこで得た知識・ノウハウを
利用して中国の東北地区で事業展開を行う、華人経営・華人ネットワークへのアクセスに
関する知識・ノウハウを習得し、香港、マレーシア等の華僑企業と新たなアライアンス展
開を行う等潜在的なベネフィットが期待できる。そこでは、日台アライアンスを通じて華
人企業に対するリエゾン役の人材、つまり戦略的提携を実施するため必要な企業間の相互
理解の前提となる、社内外の情報収集および発信の起点となる人材（十川 2005）が育成さ
れる。 
一方、アライアンスは“学習の競争”であり、パートナーの持つ知識・ノウハウを早く
学びとった側がパートナーシップを支配してゆく(Hamel,1991)という論もあり、この見方
に基づくとアライアンスにおいては必ず勝者と敗者が存在することとなる(Inkpen 2001)。
しかし、統一企業の事例のとおり、複数の日本企業と提携する台湾企業にとって、日本企
業からの風評リスクを抱えてまで強引な行動を選択する事は考えにくい。また、後段で言
及する日本と台湾の親和性およびそこから導き出される相互信頼性を勘案するとこの部分
についての懸念は極めて尐ないものと考える。 
 
 
2.4 ベネフィットその３：パフォーマンス 
アライアンスは生来不安定な組織形態であるため失敗しがちな傾向にある。
(Inkpen2001)これについて Porter(1990)もアライアンスは当初から競争と協調の狭間に
あり、これに対忚するコストがアライアンスを安定的に運用させようとするコスト以上に
かかってしまう、つまり、アライアンスパートナーとの競争に陥ってしまいなかなか安定
的な運営ができない、と述べている。このような前提のもと、アライアンスのパフォーマ
ンスは何に拠って測られるべきなのか。アライアンス失敗を説明する定義となる要素につ
いて Inkpen(2001)は、柔軟性に欠けるアライアンス運営、相互信頼関係が破られる事、情
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報交換等コミュニケーション上の問題、過度のパートナーとの摩擦、経営に対する永続性
概念の欠如、そして双方のアライアンスへの期待が一致していない事、を挙げている。し
かし一方で、現実的にはアライアンスのパフォーマンス評価の切り口は複雑かつ多面的で
あり、多くの研究者がアライアンスのパフォーマンス測定について取り組んでいる
(Inkpen 2001)が、アライアンスの形態は多岐に渡りその目的も様々であり、また時として
判然としない設定である等の理由でアライアンスの評価は非常に困難な作業
(Anderson1990)となっている。 
 
 
（１） アライアンス期間と生存率 
Inkpen(2001)によると、多くの研究者(Barkema, Bell, and Pennings,1996: 
Gomes-Casscres,1989; Kogut,1989; Park and Russo,1996; Steensma and Lyles,2000)が
支持するように、アライアンス期間の長さや潰れずに継続している事がパフォーマンスの
指標として見られてきている。この観点から勘案すると、伊藤(2009)で台湾活用型対中投
資の生存率が他のアライアンス形式に比べ高い事、本論文第四章第 1 節で行った実証研究
で得られた結果である、台湾企業との合弁事業は他の選択肢に比べ経営の永続性が担保さ
れているというものは、日台アライアンスのパフォーマンスが高くなることが期待できる
事を学術的に裏付けている。 
 
 
（２） 文化的融和性 
Inkpen (2001)はまた、アライアンス当事者双方の文化的距離が遠ければ遠い程、それぞ
れの組織運営、内部管理の手法は異なりそれに伴い従業員の期待における相違も大きく、
その為アライアンスの成功確率は低くなると述べ、Lene and Beamish(1990)が、アライ
アンスパートナー同士の文化的融和性が国際間アライアンス事案の永続性にとって最も重
要な要素である、という説を例示として挙げている。 
「台湾企業の合弁相手に日本企業が多い理由ですか。やはり言葉が通じますからね。僕
らは日本語教育を受けた世代で、日本企業とは日常的な意思疎通が図りやすい。欧米が相
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手だと、こうはなりにくい。」24統一企業集団総裁高清愿の雑誌インビューでの発言が日
台文化融和性解明の糸口となる。もちろんかつて歴史上 50 年間、日本が台湾を統治した
時代があった事に深く関わる事である。では何故同様な事象が同じ歴史的背景を有する韓
国では顕在化せず、台湾において発露するのか。ここには歴史的背景に基づく統治者ビヘ
イビアの比較という視点が必要となって来る。 
中国における政府（王朝）が正式に台湾の領有を宣言したのは 1684 年清の康熙帝の時
代である。清国はその後 1895 年、日清戦争が終わるまで台湾を領有したが当初より 190
年間は至って消極的な姿勢で、その経営方針は従前台湾を支配した鄭成功とその一族が“反
清復明”を国是に清国と抗争を繰り返した事を教訓に、台湾が盗賊の巣窟と化し、反政府
勢力の根拠地となる事を防ぐ事が主目的とされた。具体的には清国から台湾への渡航・移
民を厳しく制限、また既に台湾へ移住した者に対しては先住民族の居住地域への入植を禁
じたり鋳造の禁止、農機具製造を政府の許可制にする等開発面においても厳しく制限を敶
いた。その後 1871 年に台湾单部に漂着した宮古島の住民が台湾の先住民に殺害されると
いう所謂「牡丹社事件」を理由に日本政府が台湾に出兵した事件を契機に清国政府も台湾
統治政策を変更、台湾経営を改革し積極政策によって発展させる事とした。しかしながら
その後日清戦争終結まで 20 年余で、合計 95 キロ通信用送電線の施設、約 100 キロの狭軌
鉄道の敶設が主なインフラ事業の成果であった。25(伊藤 1993) 
日清戦争の結果台湾は日本に割譲されることとなった。割譲決定と共に日本は台湾総督
を任命、占領軍を派遣、台北に台湾総督府を置いて統治した。日本軍の占領行動は、当初
激しい抵抗に直面したがその後平定、台湾総督府は治安・行政体制の整備と共に清朝統治
時代には殆ど手つかずであったインフラの整備を進めた。1900 年には幹線道路が総延長約
7000 キロメートルに達し、1908 年には北部の基隆から单部の高雄までつなぐ西部平原縦
貫鉄道が開通、1908 年には全島で通信網が完成、基隆、高雄の港湾近代化工事、海底電線
敶設・無線電信の整備を行い台湾と日本は協力に結合された。（若林 2008）衛生面では病
院・診療所の全島配備、上下水道の整備等を行い、1905 年当時人口 1,000 人中死亡者数
341 人が 1912 年には 25，3 人、同 26 年には 20 人以下へと飛躍的に向上した。（黄 2005）
現在台湾最大の穀倉地帯である单部嘉单平野一帯は八田與一の手に拠る嘉单大圳（かなん
たいしゅう）の完成の賜物であった。この嘉单大圳堰堤の長さ 1,273 メートル、当時東洋
                                               
24 日経ビジネス 2003 年 1 月 20 日号 pp39 
25 台湾の面積は 36,000 平方キロメートル、九州よりやや小さい、福岡鹿児島間は 313 ㎞。 
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一の規模を誇った烏山頭ダムと全長 16,000 ㎞におよぶ水路から成る。（蔡 2001）は台湾
の人々が寄せる八田への敬意いを象徴するエピソードとして、戦後国民党政府が日本植民
地時代の銅像や痕跡を悉く除去・廃棄していた時期に地元の人々が長らく八田の銅像を隠
し持って時代の変節を待ち現在、烏山頭ダムの畔にこの銅像が現存し安置されている事を
紹介している。 
一方第二次大戦後、日本が台湾において有していた全ての権益、日本人の私有財産は国
民党政権＝中華民国が接収した。彼らは外省人と呼ばれ、卖なる敗戦国家の残した政府機
構と資産の移管・再編にとどまらず、特権階級として富の集積を行い本省人との対立を招
いた。この対立がその後国民党政権発表ベースで 28,000 人の殺害者を出した二・二八事
件や 38 年に渡る戒厳令の実施、反共を掲げる国民党政府が共産党員を摘発するという名
目で始まった「白色テロ」と呼ばれた政治弾圧はその後先住民族の自治要求への弾圧、さ
らには党国体制内の権力闘争、特務機関同士の闘争へと拡散し、政治的異見者を効率的に
監視し威嚇するシステムへと変貌、恐怖と相互不信が人々の日常生活における政治関係の
基調となってしまった（若林 2001）。（仮に台湾を国家であると想定し）現在においては
アジアで唯一元首に相当する総統を国民による直接選挙で選ぶ、最も高度化した民主主義
を体現している台湾であるが、このような過去の歴史的経緯を背景に、台湾人は華人であ
りながら日本的コンテクストを理解し、かつ中国大陸から渡来した国民党政権との比較の
中で現代中国とは異質の日本に対する好意や親密感が醸成されている部分が大きいと筆者
は考える。 
 
 
2.5 ベネフィットその４：相互信頼と管理補完性 
（１） 相互信頼が何故必要か 
安室（2007）は Child(2005)を引用し、信頼とは、ある一方の当事者が、たとえ保証が
なくとも他方の当事者の言動が自己にとって害を及ぼすものではなく利益をもたらすもの
であると信じて、相手との関係を構築しようとする意志の事を指す、と定義づけている。
そして、Child and Faulkner(1998)を引用し、信頼は国際間提携において極めて脆弱であ
るとしている。その理由は、国境を越えた提携の場合、パートナー企業を取り巻く文化・
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政治・法制度、貿易政策の点で相違度が高く、従ってリスクと不確実性の度合いが高く、
さらに信頼を法的な契約書に明文化出来ない点を挙げている。Inkpen(2001)も、相互信頼
とは、その度合いは計測することが難しく複合的な概念領域となるが、アライアンスの最
も中心的な概念となってきている、と論じている。では、何故アライアンスにとって相互
信頼が必要なのか。彼は、Arino and de la Torre(1998)はジョイントベンチャー（JV）の
失敗事例調査を行い、相互信頼の蓄積を怠るとアライアンスの安定が維持できなくなる脅
威にさらされる、と結論づけていること、Yan(1998)が、国際間 JV においてパートナー
同士の相互信頼が欠如することがアライアンスにおける構造的不安定の元凶となるという
論を提示し、相互信頼がアライアンスプロセスの全てにおいて、本質的に決定的な役割を
果たしている(Inkpen and Currall 1988)と論じている。上記 2.4(1)で見て来た通り、アラ
イアンスの存続期間の長さがパフォーマンスの指標として判断できる、という観点から考
えると、アライアンスの安定性維持は欠かせない条件である。 
相互信頼はアライアンスに管理上のベネフィットをももたらす。この点について
Inkpen(2001)は Dyer(1997)が、パートナー間同士の相互信頼度が高まると、双方権利の
保護規定について略式もしくは契約書に拠らない形式になりやすい、例えば、パートナー
双方の信頼度が高い時に締結するアライアンス契約の条項は余り詳細まで詰めない、とこ
ろが、パートナー同士の関係が不信状態であれば契約書のより詳細な部分の取り決め、た
び重なる取締役会の開催、弁護士による綿密な調査、パートナー企業本社との何度にも及
ぶコミュニケーション等のガバナンスコストがより増大する、と説明している論、Provan 
and Skinner(1989)の、相互信頼の欠如がアライアンスの相手を支配したくなるという欲
望につながり、そのような片方からの相手方に対する過度な支配欲はもう一方の日和見主
義、当事者意識の欠如を誘発しかねない、と述べている点を引用して裏付けを行っている。 
 
（２） 相互信頼を構築するのに必要な要素 
では相互信頼を構築するのに必要な要素は一体何なのか。安室（2007）では、信頼はパ
ートナー同士が互いにとって利益となるような交換を何回行ったのか、その積み重ねによ
って強化する事ができるとし、Child et al(2005)を引用してパートナーが自分たちの行っ
ている相互投資の重要性や提携から得られる利益を認識し、提携関係を破ることのコスト
を意識する程、彼らは提携を前進させる強い動機を持つであろうと論じている。確かにそ
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の通りであるが、では一体何回“パートナー同士がお互いの利益となるような交換”を行
えば相互信頼関係が構築されるのか、“提携関係を破ることのコスト“がいくらであった
らパートナーは提携を前進させる強い動機を持つのか、解は見つからない。 
Inkpen(2001)は、相互信頼には、時間とコンテクストを基盤とした親和性と相互理解が
不可欠（Nooteboom,Berger, and Noorderhaven,1997）との論を提示しており、日台アラ
イアンス構造解明の糸口を筆者に提供してくれている。日台アライアンスのベネフィット
として、時間＝アライアンスの永続性およびコンテクスト＝文化的融和性については本論
文で既に述べた通りであり、本項では日本と台湾の親和性について参考となるデータを示
して考察する。 
 
a) 日本への観光客数 
各国からの訪日旅行者数の国別推移は次頁図表 4-6 のとおりである。 
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図表 4-6 
 
社会実情データ図録ウェブサイトより http://www2.ttcn.ne.jp/honkawa/7200.html 
 
 
このデータからもわかるとおり、このグラフの中にある華人経済圏（中国・香港・台湾）
の国・地域において 1994 年より直近の 2008 年まで、台湾からの旅行者数が最も多く、台
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湾人の日本に対する興味・関心度がいかに高いかがわかる。さらに補足すると、下記図表
4-7 は 1 人あたり GDP（名目）１米ドルあたりの訪日旅行者数を台湾人・香港人で比較し
たものである。日本企業の対中進出アライアンスパートナーとして台湾と競合する存在と
想定される香港と比較しても、いかに台湾の人々が全所得に対する高い割合のコストを負
担しても訪日してくれる＝日本に対しより強い興味と親近感を抱いているかが推察できる。 
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b) 来日留学生数 
次は日本への留学生数の比較である。来日し、日本で暮らし日本の教育を自ら志して受
けようとする姿勢は日本に対する親和性の発露からの行動と言えよう。ここでは独立行政
法人日本学生支援機構が公表している国別日本への留学生数データをもとに検証する。同
データは香港からの留学生は中国として計上しているので香港からの留学生数は把握でき
ない。同機構によると、中国（香港を含む）、台湾、韓国からの留学者数合計は全体の 78%
強を占めている。その他中華圏からはシンガポールから 2008 年ベースで 156 人来日・留
学しているが尐人数なので本項での比較対象からは除外する。 
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国(地域)名
2003 2004 2005 2006 2007
中国 77,713人 80,592人 74,292人 71,277人 72,766人
台湾 4,096人 4,134人 4,211人 4,686人 5,082人
（資料）独立行政法人日本学生支援機構ウェブサイト
http://www.jasso.go.jp/statistics/intl_student/data08.html
留学生数
図表4-8　日本への留学生推移（総数）
 
 
国(地域)名 2003 2004 2005 2006 2007
中国 0.6 0.6 0.6 0.5 0.6
台湾 1.8 1.8 1.8 2.0 2.2
（資料）図表4-8データを基に筆者作成
図表4-9　日本への留学生推移（人口1万人あたり人数）
 
 
卖純な人数比較を行うと総人口数で圧倒的に勝る中国からの留学者数が多くなるが、人
口１万人当りにひきなおすと 2007 年ベースで台湾からの留学生数は中国の 3 倍強となっ
ている。 
 
c) 日本語能力試験受験者数 
日本語能力試験は、日本国内においては財団法人日本国際教育支援協会が、海外では国
際交流基金が現地機関の協力を得て実施する、日本語を母国語としない人を対象として日
本語の能力を測定・認定することを目的とした試験である。日本人が米国に留学する際
TOEFL の試験である一定以上の成績を要求されるのと同様、日本の国立大学への派遣留
学には日本語能力検定 1 級を要求される事が多い。 
 
国・地域 2007 2008 08人口比
中国 207,712 207,964 1.6
香港 13,722 15,414 21.9
台湾 55,802 59,186 25.5
(資料）日本語能力試験HP　http://www.jlpt.jp/
(注）「08人口比」は'08年の人口1万人に対する受験者数
（単位:人、人/1万人）
図表4-10　日本語能力検定試験受験者数
 
 
図表 4-10 は中国・香港・台湾における日本語能力検定試験受験者数（2007 年、2008
年）と 2008 年人口 1 万人当り同試験の受験者数を記したものである。人口１万人当り日
本への留学生が最も多い台湾が日本語能力検定試験受験者数においても香港、中国に比べ
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多数となっている。留学生数（１万人あたり 2.2 人/2007 年、台湾）にくらべ約 12 倍多い
台湾人の日本語能力検定試験受験者数は、留学以外にも仕事上の必要性や日系企業で働い
たり日本企業を相手にビジネスを行う人がキャリアアップを目的に受験しているケースも
多いものと推察される。 
 
d) 世論調査結果 
財団法人交流協会が 2008年 11月～12月に台湾全土で 20歳から 80歳までの男女 1,040
人に対して電話およびインターネットで行った対日世論調査によると以下のとおりの結論
が得られている。 
 
○交流協会アンケート結論（2009 年 4 月交流協会「台湾における対日意識調査」より抜
粋） 
•約 4 割の台湾人が最も好きな国は日本と答えた。全体的には、69%の人は日本に“親し 
み”を感じており、中でも男性の比率は女性よりやや高い。年齢層から見て、日本が好
き及び日本に親しみを感じるのは主に 40 歳以下の人であり、地域的には大きな差異は
ない。大学/専門学校以上の学歴を持つ人は比較的に日本への好感度が高い。 
 
•女性は日本の自然、風土に最も関心があり、男性は日本の科学技術に憧れる傾向があ 
る。年齢層から見て、40 歳以下の人は日本のポップカルチャーに最も関心があり、40
歳以上の人は日本の自然、風土及び科学技術に最も関心がある。 
 
•8 割近くの人は、日本は経済力、技術力の高い国と思っており、中でも男性の比率は比 
較的高い。中高年層の人は日本は自然の美しい国と思っている割合が最も多い。 
 
•台湾人が日本は信頼できる国(44%)と考える主な理由は、文化面での共通性であり、女性
の比率は男性より高く、50 歳以上の人は日本と台湾との間に文化面での共通性を認める
人が多い。日本を信頼できない国と答えた(12%)理由は主に過去の歴史的経緯。 
 
また一方新聞報道によると、台湾外交部（外務省）は 1 日、日本国民を対象にした台湾
に関する意識調査の結果、日本人の 56％が「台湾を身近に感じる」としており、「台湾
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へ観光に行きたい」と回答したのも 61％に達している。現在の日台関係については日本
人の 76％が「良い」と答え、台湾を「信頼している」と回答したのも 65％に上った、
と伝えている。26 
 
以上のように台湾人の約 7 割、日本人の 6 割近くが互いの国・地域に対し「親しみ」「身
近に感じる」と答えている、また信頼性に関しても、台湾において積極的に日本に対し不
信の念を抱いている人は 12%と尐数派であり、一方日本人の 65%は台湾人に対し高い信頼
を置いており、双方の親和性とそれに基づいた信頼感が浮かび上がっている。 
 
（３） 日台管理職の相互補完性 
パートナー同士の相互信頼性は一朝一夕で醸成されるものではない。パートナー企業同
士は相手に対する"信頼”と”支配”という避ける事の出来ない二律背反の狭間で揺れ動く
（Inkpen2001）。国際間アライアンスの滑り出し当初においては、双方の文化的背景に
対する共通認識は乏しく、また双方の情報交換・協同作業の量も不十分であり、このよう
な状況下当然に相互信頼を醸成するベースが欠けているかもしれない。従って新規アライ
アンス開始当初は双方が疑心暗鬼となり協働による価値創造に対して不安感を覚える事が
多い（Doz and Hamel,1998）。このような場合において、予め一義的に双方スタッフの
特性、管理スキルの発揮パターンが解っていてそれが相互補完関係を示していたとしたら”
先入観”の部分で相互信頼を醸成するベースの役割を果たすと筆者は考える。この点につ
いて第 3 章 3.2 で言及した若林(2000）の研究結果が手助けとなる。 
若林（2001）は、日本企業で働く管理職と中国・台湾企業で働く管理職に対するアンケ
ート調査を行い、それぞれの間に、業績向上に必要なスキルについて基本的な認識の相違
がある事を示唆している。日本企業においての最重要管理スキルは戦略策定と意思決定と
いうビジネス・プロセスの第１局面に集中し、そのため管理職は戦略思考、問題発見、意
思決定、革新性、計画的行動といったスキル獲得が業績向上をもたらすと考えている。こ
れとは対照的に中国および台湾企業においては、ビジネス・プロセスの第 3 局面すなわち
人間管理局面と第 4 に成果管理局面に対忚するスキルが最重視されている。中国・台湾の
                                               
26 西日本新聞 2009 年 5 月 2 日記事 
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管理職は、公平処遇や人材活用スキルを発揮して人間関係管理局面を推進し、また品質・
収益管理のスキルを発揮して成果獲得を行うことが、業績向上をもたらすと考えている。
つまり、日本の管理職がビジネス・プロセスの起点である戦略・意思決定フェーズを最重
視しているのに対し、中国・台湾の管理職が第 3･4 局面の人材管理・活用、技術・品質管
と、顧客対忚スキル発揮に拠る成果獲得を最重視しており相互補完関係が成立しているこ
とが解る。この研究において若林(2001)はもう 1 点重要な視座を与えてくれている。それ
は中国の管理職と台湾の管理職とのビジネススキル発揮についての差異である。特に中
国・台湾企業が重視するビジネス・プロセスの第 3 局面で中国の管理職が人間関係を適切
に管理するスキル（人材適切活用、公平処遇）を重視する一方、台湾の管理職は組織化・
動員のスキル（チームワーク）を重視するという点で微妙な違いがある、と彼は指摘して
いる。これは台湾企業および台湾人スタッフの方が中国のそれに比べより組織間アライア
ンスに適忚した特性を備えていると解釈できよう。 
 
 
2.6 ベネフィットその５：華人社会固有のネットワークと信頼関係（“グアンシ
ー”） 
中国事業や華僑ビジネスについて、その本質は「人間関係」だと言われる事がある。こ
れはチャイニーズが自ら肯定している概念で、大陸華人、海外華人共に共通している（古
田 2005）。西欧の契約をベースとしたビジネス文化とは対照的に中国のビジネス社会は関
係性を基盤に培われている。チャイニーズのビジネス上の文脈において関係性は社会資本
の 1 つの形態を表しており、西欧において成功したビジネスマンを”富裕度”で語るのに
対し、華人的文脈ではそれを”多くの役立つコネクションを有する”度合いで語る。この
現象が英エコノミスト誌をして「”関係＝グアンシー”が殆どの華人企業にとっての主要
なアセットである。」と言わしめている。(Ming2001) 
”グアンシー”の構造と活用方について Ming(2001)が示唆に富んでいる。それは信頼
関係、相互義務そして共通体験に根差しており、そのコンセプトは古代中国の社会習慣に
まで遡る事ができる。それはあらゆる社会階層の中で人間関係を確立・維持するために使
われてきた相互依存に根差した社交モデルである、としている。このコンセプトは現代中
国にも綿々と受け継がれており、例えば中国で信頼できる情報は公式な情報チャネルから
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ではなく往々にして”グアンシー”のネットワークからもたらされる事がある。シンガポ
ールのリー・クワンユー初代首相（現顧問相）は「在外華僑は中国の法制度や規制の運用
ルール不備を穴埋めする役割として”グアンシー”を活用している。この不明瞭な（中国
における）ビジネス環境下、共通の言語を話し同じ文化背景を有している事が幾つかの中
国でのビジネスでの深刻な場面で極めて重要な潤滑剤となっている。」情報ソースとリス
クからの企業防衛、”グアンシー”を得る事で手にする重要なベネフィットである。 
Ming(2001)は Farh and Behling(1998)を引用し、”グアンシー”は各人が関わる関係
性の濃淡によって何種類ものフォームが存在するが、卖純化させると以下人間関係が濃い
順番に以下の 3 つに大別される、と説明している。 
 
 
①家人＝ジャーレン 
チャイニーズの人間関係の中で最も密接な存在、家族の構成員とその延長を示す。血族
が当然ながら最も強力な義務関係の繋がりを構成するが、姻戚関係になる等受け入れられ
さえすれば血族関係がなくともジャーレンの範疇に入り”真のインサイダー”の地位を獲
得する事ができる。 
 
 
②熱人＝シューレン 
第 2 のカテゴリー、家族ではないが重要なコネクションを持つ関係にある人。コネクシ
ョンはチャイニーズの人間関係という文脈上非常に重要であると考えられており、同郷、
同窓、同じ社交クラブや業界団体、または友達の友達といった関係性がこれに含まれる 
 
 
③生人＝ションレン 
第 3 のカテゴリー、チャイニーズ的見地に立つと初対面の訪問客に対しては彼らを信頼
する基盤が殆どないに等しいので、自分たちの事について教える事はまずない。これはチ
ャイニーズがよそ者に対して悪態をとる、という意味ではない。却って上記①、②の関係
性に比べ最も平等かつ公平な態度で交わる、という説もある程だ。それは高信用社会であ
り、制裁機能が働く①、②おいては警戒や戦う必要がない、という事の裏返しである。こ
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の③レベルの人間関係においては相手に対しては警戒し、騙されない為の知恵を働かす、
騙される前に騙す、「戦う前に勝つ」等という兵法の思惟方法が本能的に働く。そこでは
信用が低く、また制裁機能にも依存できず、自立本願で防衛技術を準備してくことになる
（古田 2005） 
 
 
”グアンシー”は排他的ともいえるが、決して入り込めない人間関係ではない。 
 
 
図表 4-11 結合する“グアンシー”ネットワーク 
 
（資料）Mimg(2001)pp49 より引用 
 
この図表は”グアンシー”のレベルと階層、そしてその構造を抽象化させたものである。
一番近い家族的関係＝ジャーレンから非家族階層へと輪が広がっていて、また別のグアン
シーネットワークの輪がこれに結合しているのがわかる。Ming(2001)はこの図表を用いて、
あるネットワークにおけるションレンは別のネットワークではジャーレンであったりす
る。”友達の友達は皆友達”式に、丹念にグアンシーネットワークを辿って行けば核心の
インナーサークルにアクセスすることは可能である、としている。 
古田(2005)はこの“グアンシー”を基軸とした華人ネットワークの主要性質を下記の通
り纏めている 
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a) 「偏狭性」：地縁、血縁、業縁の三縁から、学縁、党縁、文縁、善縁といった新規
の「縁」にいたるまで、「縁」を介在させ、それに「人情」の要素が
追加されて、「有限かつ偏狭な関係」が樹立されてくる。華人ネット
ワークの主要な特徴として「縁」を介在した「偏狭性」が挙げられる。 
 
b) 「拡大性」：「個」と「個」が結合してできるモジュールとしての「関係」は、華
人の場合、二者間関係が基本形となっており、それはリニア型にヨコ
に伸長してゆく性格を内包させている。よって“グアンシー”は「外
的拡大性」を自発的に有し、”グアンシー“が集合的に繋がって行く
と華人ネットワークなる領域が形成される。その規模や範囲は広く、
一見華人ネットワークは開放的かつ越境的、社交的で国際的な外見を
まとっている。しかし近視眼的に観察すると「個」のネットワークラ
インは上述の偏狭性に性格づけられている。 
 
c) 「高信用性」：儒家的価値が機能する関係領域となる華人ネットワークでは、その
中心部分に近づくほど高い倫理観が作用し、高信用領域が確立され
る。領域の外では一転して低信用性が露見してくる為、外からは「排
他的」な集合に見える。 
 
d) 「人際調整性」：華人ネットワークは非公式な人的関係で形成させる不可視的な擬
似組織であると言える。公式組織ではありえない為、“グアンシー”
は可視的組織や制度では保証されず、関係性維持や再編の為に不断
の微調整を実施している。それがシンボル工としての中華円卓や贈
答等頻繁なコミュニケーション行為として現れる。 
この文脈で日台アライアンスを考察すると、高い親和性と相互信頼性を備えた両社は③
ションレン段階の関係性に留まる可能性は非常に低く、他の華人に比べいち早く②シュー
レン以上の関係性を構築できる事が期待できる。また、台湾パートナーが”友達の友達”、
にアクセスしてくれる事、すなわち中国その他中華圏で活躍する華人ネットワークへのゲ
ートウェイとしての台湾パートナーの役割が浮かび上がってくる。 
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2.7 まとめ 
本研究は、その着地点を日本企業の台湾活用型対中投資における構造を解明し、台湾企
業が持つ経営ダイナミズムを明らかにすることであった。先行研究はじめその他日本企業
の中国進出に関する調査・研究の延長線上で語られる既存の日台アライアンス研究の多く
が断片的な事象の紹介を中心としており、「何故日台アライアンスはフィットするのか」
「日台アライアンスで日本企業はどのようなベネフイットを手にする事ができるのか」に
ついて体系的に抽象化・理念化し、ビジネス界の方々が「経験と勘」で取り組んで来た部
分をサポート出来る研究が出来れば、という思いから本論文に取り組んだ。そして本研究
を通じて以下 5 つの点が判明した。 
 
 
① 日本企業と台湾企業とのアライアンスによる中国進出は撤退リスクが低く、永続性
を念頭に置いた企業運営が期待できる。 
② 従って日本企業にとっては“中国ビジネスにおける課題”を学習する機会が他の（卖
独進出、アライアンスを含めた）選択肢に比べより多く得られる可能性が高く、ま
た、これら成果を直接利用する事や台湾パートナーが華人ネットワークへのゲート
ウェイ、水先案内人の役割を果たすことで更なる中華圏ビジネスに繋がる資源を手
に入れる事ができる。 
③ 日台アライアンスの永続性は、双方民族の文化的融和性が源泉となっていると考え
られ、そこから親和性へと発展し高度な相互信頼関係を構築しているため、高いパ
フォーマンスのアライアンス事業ができる組み合わせとなっている。 
④ 加えて日本人と台湾人管理職の各ビジネス局面におけるスキル発揮に関して相互
補完関係の構図があり、かつ、台湾人管理職がチームワークを重視する特性がある
という学術研究結果が日台アライアンスの有効性を後押ししている。 
⑤ 一般的に台湾企業は日本企業とのアライアンスによる中国事業展開において技
術・品質管理・ブランドといった「正統性」を担保する役割を期待している。 
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第3節 今後の研究課題 
本論を進めるにあたり、a)日本企業の中国進出、その選択肢の 1 つとしての日台アライ
アンス、b)国際間の戦略提携、c)華人経営・華人ネットワークという大きな 3 つの切り口
から考察を進めて来た。このそれぞれについて研究課題の方向性が見えてきた。 
 
a) 日本企業の中国進出 
入手できるデータ制約上の問題から、本研究では定性面に重きを置いて日台アライアン
スの持つ優位性について論じてきた。直接投資を含まない、という選択肢も加えて「日本
企業にとって最も合理的かつ効果的な中国進出形態が何なのか」「企業価値を高める中国
市場進出手法」の解明は実務者のニーズにマッチした、求められる研究テーマである。 
 
b) 国際間の戦略提携 
台湾活用型対中投資の特徴は「（植民地時代の）旧宗主国と植民地国（地域）の組み合
わせ」による第三国への直接投資という点であり、しかも双方の文化的融和性と親和性が
裏づけとなった高度な相互信頼関係を構築しているというものである。現状他国民の感情
を理解する程の情報を持ち合わせてはいないが、このような旧宗主国と植民地国の関係は
極めて異例なものなのだろうか。一般的に旧植民地国は旧宗主国に対し怨念や憎悪といっ
た感情を抱いていると想像する。日台アライアンスの構造を更に文化人類学、国際政治学
の分野まで広げて解析し、“他国間の組み合わせ”による“他地域への進出”への示唆を
行う事ができれば、国際平和と世界市場の発展に大いに貢献できるものと思料する。一般
的に自国市場が小さい国・地域はネットワーカーとして他地域との交換により価値創造活
動を営む傾向がある。台湾とならびその代表的な国・地域であるアイルランド、ベルギー、
シンガポール、香港等が挙げられ、台湾との共通性という視点から研究対象として考えら
れる。 
 
c) 華人経営・華人ネットワーク 
華人ネットワークは市場のように不特定多数と不特定多数が価値を等価交換するより
も、特定尐数と特定尐数が価値を不等価交換することにより富を排他的に獲得し仲間で分
配するという、市場と組織の中間に位置する中間経済ともいえる。また、日本の“ケイレ
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ツ”と呼ばれた企業間取引もまた一つの排他的経済価値交換領域と言える（古田 2005）。
日本において経済のグローバル化が進み“ケイレツ”的排他的領域が崩壊したと言われて
久しい。では一体華人ネットワークは経済グローバルの影響を受けてどのように変化した
のか、変化していないのか。それによって華人経営に変化はあるのか、ないのか。日本企
業にとって華人市場へのアクセスは今後の生命線であり、グローバル化経済下の華人経
営・華人ネットワーク論の出現が望まれる。 
 83 
 
謝辞 
今こうして MBA で学び、その集大成としての「専門職学位論文」を書き終わろうとし
ている姿は１０年前の自分からは想像もつかない。銀行勤務時代の１９９５年台湾に留学
した際、金融機関のエリート層は皆アメリカ留学組の MBA ホルダーであったこと、香港
支店で自分が在籍した課が、課長および課長代理の日本人駐在員３名が学部卒である一方
部下の現地スタッフ３名共皆が MBA という逆転現象(?)の中で過ごして以来、“MBA 無
きものはエリートにあらず”“国際ビジネスマンにとって MBA は作法もしくは共通言語
みないなもの”といった思いが生じたものの、当時日本にはその環境も乏しく、“仕事を
辞めて留学する資金も覚悟もない”という諦めの気持ちが自分を支配し時が流れていた。 
一方、台湾・香港での生活や２００４～２００５年にかけて関わった北京大学とのプロ
ジェクトを通じ、“ワセダブランド“が中華圏において予想以上に浸透していて、自分が
早稲田の卒業生というだけで先方とコミュニケーションが円滑に進む等恩恵を授かった、
という経験を得た。時は経ち２度目の転職を果たし「自分のビジネスフィールドは中華圏」
と腹を括った２００７年夏、ふと何気なく開いた母校のホームページで WBS 夜間主コー
スの存在を知り、”アジア・中華圏でプレゼンスのある早稲田で働きながら MBA が取得
できる“と忘れ物を見つけたかのように是幸いにと願書を提出した。二次試験で面接の際、
現在指導教官であられる辻正雄教授はじめ伊藤嘉博教授・河榮徳教授に「とにかく私に学
びの場を与えてください」と懇願し門下に加えて頂いた事を記憶している。 
辻ゼミでの２年間は何にも代えがたい貴重な時間であった。金融機関出身者ではあるが
管理会計は素人で、導入から丁寧に指導して頂いた。また企業価値評価については各分野
の実践の場で活躍するゼミの仲間達から知見や視座を頂戴した。継続性が肝要な会計の分
野において経験豊富な辻教授から過去の経緯を伺うことでジグゾーパズルのピースが埋ま
るが如く理解が深まる事が多数あった。自由と自主性をモットーとするゼミのカラーその
ものに、論文における研究テーマにおいても“本人が取り組みたい”テーマをそのまま認
めて頂いた。決してご自身の領域に学生を押し込めず、「何でも来なさい」と受け入れて
下さる度量の広さに感謝する一方、都度の論文指導では方法論や論証の展開等で貴重なア
ドバイスを頂戴し、特に１２月の最終指導の際、自分が見つけて来た資料・論文について
気付かなかった活用法を伝授していただき最終章の構成を固める事ができた。 
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副査について頂いた太田正孝教授、内田和成教授との出会いも、きっと自分にとって生
涯忘れる事の出来ない感謝の思い出となるだろう。太田先生は理事の要職に就かれ将にア
ジアにおける早稲田のプレゼンス向上に東奔西走されている多忙の中貴重なお時間を論文
指導に割いて下さった。「学生を encourage するのが僕の役目だから。」と取組当初自分
の研究テーマ・論文構成に自身が持てなかった自分を励まし勇気づけて頂き、自分はたま
たま個人的な興味から取り組んだ研究テーマであったが、それ以上に台湾やシンガポール
のような小国がネットワークのハブとして果たす役割が学術的根拠を持つ事として知見を
頂戴し、自分の研究の意味づけについて教えて頂いた。また、第四章で参考資料とした”
Inside Chinese Business”他参考文献をご自身の蔵書の中から拝借させて頂いた。内田先
生には“ビジネススクールで学ぶ事の楽しさ”を教えて頂いた。１年の秋学期に履修した
「競争戦略研究」は、それまで春学期に自身のモジュール系統の“左脳系”科目を中心に
履修しており内田先生の“超右脳系”かつインタラクティブな異業種格闘技に関する講義
に参加した時のワクワク感は今でも忘れられない。またこの講義における出身ゼミ横断の
メンバー構成によるグループワークで一緒になった仲間とはそれから定期的に集まり交流
が続き貴重な財産となっている。また論文指導では台湾企業の強みを解明するヒントとし
てバーニーのリソース・ベースト・ビューをご教授いただき、そこから戦略提携理論にア
クセスするきっかけへと思考が“スパーク”する事ができた。 
先行研究者である、みずほ総合研究所の伊藤信吾主任研究員も恩人の一人である。小生
の面談要請に快く忚じてくださり、先行研究者としての御苦労話や著作論文のコピーを頂
き一方ならぬご支援を賜った。彼の研究成果無かりせば小生の研究は決してここまで辿り
つく事はできなかったであろう。そして職場の上司、香港貿易発展局日本首席代表の古田
茂美氏には職務を超えて華人経営・華人ネットワーク論に関する知見および視座を沢山頂
戴した。 
最後に Jason Hsiao君、中華経済研究院の皆様他台湾の友人達に心から感謝申し上げる。
特にJasonは台湾での企業訪問アポや現地資料を空輸してくれる等自身が経営者として多
忙を極める中イヤな顔ひとつせず願いを聞いてくれ、多くの資源を小生の為に割いてくれ
た。まだ数え上げればきりがないが、仕事との二足の草鞋で時間、能力とも不十分な状態
の中、多くの方々の支援がなかったらこの論文は完成しなかったであろう。この場を借り
て厚く御礼申し上げる。 
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